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「地方公務員研修の実態に関する調査」報告書（平成 年 月）16 3

第１ 調査の目的と方法

１ 調査の目的

近年、少子・高齢化、高度情報化（ＩＴ革命 、国際化（グローバリズム）の進展など、）

地方公共団体を取り巻く社会経済情勢は大きく変化するとともに、住民の地方行政に対する

ニーズも高度化し、多様化しており、豊かさとゆとりを実感できる地域社会を築き上げてい

くために、地方公共団体の果たすべき役割は今後ますます重要になっていくと考えられる。

また、地方分権の進展に伴い、地方公共団体には 「自己決定 「自己責任」のもと、自、 」

主性・自立性をもった団体としてその責任を的確に果たしていくことが求められている。そ

して、このような状況に適切に対応していくためには、効果的な人材育成の推進が重要な課

。 、 、題となっている 地方公共団体の職員にあっては 高度の政策形成能力や法務能力を修得し

積極的に課題を発見し、問題解決に取り組む姿勢と住民の立場に立って考え、解りやすい政

策説明や情報提供を行うことができるよう、身近な行政サービスの担い手として、その資質

の向上を図ることが重要である。このため、地方公共団体の研修所においては、新しい地方

行政に対応することができる人材育成を積極的に推進することが求められ、中長期的な展望

に立った人材育成計画の策定と、研修事業の成果を的確に評価し、費用対効果を踏まえつつ

効果的な研修を実施することが必要とされている。

そこで 本調査においては 都道府県及び指定都市の職員研修所及び研修担当課並びに(財)、 、

東北自治研修所における地方公務員研修の実施状況を把握し、様々な分野における先進的な

事例や独創的な事例について調査するとともに、これを広く紹介することにより、今後、地

方公共団体が時代の変化や要請に応じた研修方法を検討するための一助としようとするもの

である。また、本研究会が平成１２年度に行った調査の結果との比較対照を通じて、研修実

態の変化の動向についても把握しようとするものである。

２ 調査の方法

調査は、まず、全国の都道府県、指定都市及び(財)東北自治研修所の計６１団体（機関）

に対して、それぞれ文書によるアンケート調査を実施した。

次に、このアンケート調査を補足するため、調査結果から先進的・独創的な特色ある研修

と認められた事例等について、参考となる資料の提供を依頼し、個別に調査を実施した。

以上の方法により、都道府県、指定都市等における地方公務員研修の実態の概要をとりま

とめたのが本報告書である。

第２ アンケート調査の実施状況等

１ 調査対象

( ) 都道府県研修担当部局（人事担当部局又は研修所） ４７1
( ) 指定都市研修担当部局（人事担当部局又は研修所） １３2
( ) (財)東北自治研修所 １3
（注） 福島県は(財)ふくしま自治研修センターにおいて、また、埼玉県は彩の国さいた

ま人づくり広域連合（自治人材開発センター）において県職員の研修を実施してい

るが、本調査においては、表１２及び表１３以外は都道府県の研修機関に区分して

いる。

また、さいたま市が平成１５年４月より指定都市となったため、今回の調査から

調査対象団体に加わっており、指定都市研修担当部局の数は、平成１２年度調査に

比べて１団体増加している。なお、さいたま市も彩の国さいたま人づくり広域連合

の構成団体であるが、さいたま市は独自の研修所を有しており、調査において重複

はない。
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２ 調査状況

参考資料５として掲載した「地方公務員研修の実態に関する調査票 （以下「調査票」と」

いう ）により、各団体の研修所等あてに郵送による照会を行った。。

調査票発送 平成１２年１１月１８日

回 答 期 日 平成１２年１２月１９日

回答の回収率は ％であった。100

３ 調査項目

原則として、平成１５年４月１日現在（項目によっては平成 ４年度実績又は平成 ５年1 1
度計画）における次の事項について調査した （参考資料５：調査票参照）。

なお、調査項目については、平成１２年度調査（以下「１２年度」という ）の項目をべ。

ースとしつつ、最近の動向を踏まえて追加や削除を行った。

( ） 研修体制及び講師の状況（＊［一部 ）1 ］

（ ） 人材育成基本方針の策定状況及び研修ニーズの把握方法等2
（ ） 研修と任用との関係3
（ ） 研修事業に対する評価4
（ ） 市町村職員研修の実施状況5
（ ） 階層別研修の実施状況（＊［一部 ）6 ］

（ ） 階層別研修における選択制研修の実施状況7
（ ） 特別研修の実施状況8
（ ） 特別研修における特色ある研修の実施状況9
（ ）特色ある研修の実施状況等10
（ ）法務能力向上研修の実施状況（＊）11
( ) コンピテンシーに着目した研修の実施状況（＊）12
( ) 研修事業の外部委託状況（＊）13
( ) 研修事業に係る外部との連携の状況（＊）14
( ) 教材の作成状況（＊）15
( ) ｅラーニングの実施状況（＊）16
( ) 研修事業の見直し状況（＊［一部 ）17 ］

（注）＊を付した項目は、新たに追加し又は修正した調査項目である。
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第３ アンケート調査結果の概要

【一部新規調査項目】１ 研修体制及び講師の状況（表１～表３）

職員研修所等の研修体制及び講師の状況について調査を行った。その結果は、表１～表３

のとおりである。なお、研修所の所属部局は、新規調査項目である。

（１）研修所の設置状況（表１、表２）

都道府県、指定都市では、岩手県、大阪府、和歌山県、長崎県、熊本県及び名古屋市を除

く団体が職員研修所（以下「研修所」という ）を設置している。このうち、１２年度以降。

に研修所を廃止したのは、岩手県及び和歌山県である。

（２）専任職員の配置状況（表１、表２）

この調査では、管理職も含め、主たる業務として研修業務に携わる職員を「専任職員」と

して定義している。研修所を設置している団体のうち、専任職員数が１０名以上である団体

は３９団体、うち常勤職員が１０名以上である団体は、１２年度の３９団体から５団体減の

３４団体であった。

研修所全体の専任職員数についても、１２年度の８４５人から約 ％減の７１５人、15.4
うち常勤職員数については同７７１人から約 減の６４５人となっている。16.3%
これを都道府県と指定都市別に見てみると、都道府県全体では、専任職員数が７１１人か

ら約 減の５７３人、うち常勤職員数が６４７人から 減の５０７人となっている19.4% 21.6%
、 、 、一方 指定都市では １２年度に調査対象団体に含まれていなかったさいたま市を除いても

専任職員数が１２８人から約 減の１２６人と微減であるとともに、うち常勤職員数は1.6%
、 。１２２人から 増の１２３人と増加しており 都道府県の減少率が大きいことが分かる0.8%

（３）研修所長の本庁相当職名及び研修所の所属部局（表１、表２）

研修所長の本庁相当職名は、部長職が２７団体と最も多いが、１２年度より５団体減少す

る一方、課長職は、１２年度から２団体増の７団体となっている。なお 「その他」と回答、

した２団体は、京都府と神戸市であり、学識者等を研修所長に委嘱している。

また、今回初めて調査を行った研修所の所属部局については、総務部局系統が９割以上を

占めるが、研修所が広域連合（彩の国さいたま人づくり広域連合自治人材開発センター）に

ある埼玉県は、知事直轄である京都府とともに 「その他」に分類される。、

（４）講師の状況（表１、表２）

庁内講師は当該団体の職員と、庁外講師は他の団体の職員又は外部講師とそれぞれ定義し

て調査を行った （東京都の庁内講師数については、把握ができないという理由で未回答）。

講師全体に占める庁外講師の割合は、１２年度には であったが、今回は （東39.8% 43.5%
京都分を除く）と増加している一方、庁外講師の中で大学関係者の占める割合は、１２年度

の から、今回 （東京都分を含む）と減少しており、講師の多様化が進んでいる27.2% 20.2%
ことがうかがえる。
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表１ 地方公共団体の研修体制

（単位：団体数、％）

都道府県 指定都市 東北自治 合 計 １２年度
研 修 所 調 査

研修所の有無

調査対象団体数 ( ) ( ) ( ) ( )47 100.0 13 100.0 1 61 100.0 60 100.0

設置団体数( ) ( ) ( ) ( ) ( )A 42 89.4 12 92.3 1 55 90.2 56 93.3

うち常勤職員 名10
B 29 5 0 34 39以上の団体数( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )B / A 69.0 41.7 0.0 61.8 71.4

研修所長の本庁職名

調査対象機関数 ( ) ( ) ( ) ( )42 100.0 12 100.0 1 55 100.0 56 100.0

部長（局長を含む） ( ) ( ) ( ) ( )21 50.0 5 41.7 1 27 49.1 32 57.1

部 次 長 ( ) ( ) ( ) ( )18 42.8 1 8.3 0 19 34.6 19 33.9

課 長 ( ) ( ) ( ) ( )2 4.8 5 41.7 0 7 12.7 5 8.9

そ の 他 ( ) ( ) ( ) －1 2.4 1 8.3 0 2 3.6

研修所の所属部局 －

調査対象機関数 ( ) ( ) ( ) －42 100.0 12 100.0 1 55 100.0

総務部局系統 ( ) ( ) ( ) －39 92.8 12 100.0 0 51 92.7

企画部局系統 ( ) ( ) －1 2.4 0 0 1 1.8

そ の 他 ( ) ( ) －2 4.8 0 1 3 5.5

（注）１ 「研修所の所属部局」は、新規調査項目である。

２ 福島県は平成４年４月に開設した「 財)ふくしま自治研修センター」において、埼（

玉県は平成１１年７月に埼玉県と県内すべての市町村により設立された「彩の国さい

たま人づくり広域連合自治人材開発センター」において、それぞれ研修を実施してい

るが、本報告書においては、いずれも研修所設置団体として取り扱う。

３ 東北６県は共同で、市町村職員も対象に含めた広域の研修機関として、(財)東北自

治研修所を設置している。
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表２ 研修体制及び講師の状況（団体別）

（注）専任職員数、うち常勤職員数のうち、括弧内書きは小計及び合計に含まれいていない。

　

北 海 道北海道自治政策研修センター 35 27 部長級 総務部局 324 3 116 35
青 森青森県自治研修所 11 11 部長級 総務部局 54 0 65 26
岩 手岩手県総務部人事課能力開発主査 (5) (5) （課長級）（総務部局） 22 0 23 7
宮 城宮城県公務研修所 10 10 部長級 総務部局 56 0 32 7
秋 田秋田県自治研修所 15 15 部次長級 総務部局 17 0 24 3
山 形山形県職員研修所 16 13 部次長級 総務部局 84 0 81 20
福 島 (財)ふくしま自治研修センター 3 3 前総務部長 総務部局 20 17 345 49
茨 城茨城県自治研修所 18 18 部次長級 総務部局 146 16 151 46
栃 木栃木県自治研修所 7 7 課長級 総務部局 92 0 51 23
群 馬群馬県地方自治研修所 15 15 部長級 総務部局 116 0 151 40
埼 玉彩の国さいたま人づくり広域連合自治人材開発センター 26 23 部次長級 広域連合 304 1 136 0
千 葉千葉県職員研修所 31 30 部次長級 総務部局 25 0 40 15
東 京東京都職員研修所 30 29 局長級 総務部局 － 10 540 97
神 奈 川神奈川県自治総合研究センター 22 22 部長級 総務部局 220 0 33 0
新 潟新潟県自治研修所 15 4 部長級 総務部局 117 0 95 18
富 山富山県職員研修所 14 14 部長級 総務部局 88 12 69 5
石 川石川県自治研修センター 10 10 部次長級 総務部局 68 4 35 3
福 井福井県自治研修所 11 11 部次長級 総務部局 45 8 65 22
山 梨山梨県職員研修所 10 7 部長級 総務部局 37 0 0 0
長 野長野県自治研修所 9 9 部長級 総務部局 8 6 0 0
岐 阜岐阜県地方自治大学校 14 13 部次長級 総務部局 494 0 5 2
静 岡静岡県自治研修所 15 13 部長級 総務部局 26 1 41 10
愛 知愛知県自治研修所 24 14 部長級 総務部局 78 0 48 14
三 重三重県政策開発研修センター 14 14 部次長級 企画部局 24 0 84 24
滋 賀滋賀県政策研修センター 10 10 部次長級 総務部局 107 0 76 27
京 都京都府職員研修所　 11 11 嘱託 知事直轄 70 0 118 38
大 阪大阪府人事室 (12) (12) （課長級）（総務部局） 110 0 65 17
兵 庫兵庫県自治研修所 20 15 部長級 総務部局 117 0 148 36
奈 良奈良県自治能力開発センター 11 11 部次長級 総務部局 26 0 48 10
和 歌 山和歌山県総務部総務管理局人事課考査・研修室 (7) (6) （課長級）（総務部局） 62 1 36 5
鳥 取鳥取県自治研修所 10 10 部次長級 総務部局 75 0 126 23
島 根島根県自治研修所 16 11 部長級 総務部局 30 1 34 15
岡 山岡山県自治研修所 4 3 部次長級 総務部局 39 1 49 6
広 島広島県自治総合研修センター 15 13 部長級 総務部局 3 0 82 14
山 口山口県自治研修所 15 15 部長級 総務部局 98 0 102 36
徳 島徳島県自治研修センター 8 6 部長級 総務部局 83 3 117 29
香 川香川県自治研修所 8 7 部長級 総務部局 76 0 139 5
愛 媛愛媛県研修所 10 9 部長級 総務部局 52 0 92 15
高 知高知県職員能力開発センター 10 8 課長級 総務部局 20 0 28 4
福 岡福岡県職員研修所 11 11 部長級 総務部局 23 0 72 13
佐 賀佐賀県職員研修所 8 7 部次長級 総務部局 53 0 52 17
長 崎長崎県総務部新行政推進室 (3) (3) （課長級）（総務部局） 23 0 28 2
熊 本熊本県職員課 (6) (6) （課長級）（総務部局） 131 0 0 0
大 分大分県職員研修所 8 7 部次長級 総務部局 128 0 40 10
宮 崎宮崎県自治学院 7 7 部次長級 総務部局 7 6 49 10
鹿 児 島鹿児島県自治研修センター 14 12 部次長級 総務部局 129 4 72 16
沖 縄沖縄県自治研修所 2 2 部次長級 総務部局 80 0 77 10
小 計 573 507 4,007 94 3,880 824
札 幌札幌市総務局職員部自治研修センター 10 9 部長級 総務部局 0 0 74 6
仙 台仙台市総務局職員研修所 8 8 部次長級 総務部局 67 0 54 12
さ い た まさいたま市職員研修センター 8 8 課長級 総務部局 0 0 30 2
千 葉千葉市総務局総務部職員研修所 8 8 課長級 総務部局 79 0 87 14
横 浜横浜市研修センター 18 18 課長級 総務部局 365 0 166 2
川 崎川崎市職員研修所 9 9 部長級 総務部局 98 0 61 16
名 古 屋総務局職員部人事課 (5) (5) （課長級）（総務部局） 156 0 72 7
京 都京都市職員研修所 12 12 部長級 総務部局 83 0 56 13
大 阪大阪市職員研修所 25 24 課長級 総務部局 453 0 159 69
神 戸職員人材開発センター 4 4 嘱託 総務部局 111 0 87 0
広 島広島市研修センター 11 11 課長級 総務部局 82 0 36 1
北 九 州北九州市職員研修所 9 9 部長級 総務部局 72 0 77 16
福 岡福岡市職員研修所 12 11 部長級 総務部局 147 0 67 0
小 計 134 131 1,713 0 1,026 158
東 北財団法人東北自治研修所 8 7 部長級 その他 0 0 43 17
合 計 715 645 5,720 94 4,949 999

都道府県・
指定都市等
の名称

研　修　機　関　の　名　称
（研修機関を置かない団体に
あっては研修事業の所管課）

専任職員数
長の本庁
相当職名

組織上の
所属部局

講師の状況

うち常勤
職員数

庁内講師数 庁外講師数
うち専任
職員数

うち大学
関係者数
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（５）都道府県における市町村職員研修の実施体制（表３）

都道府県が市町村職員を対象として実施する研修について、その実施体制を調査した。そ

の結果は表３のとおりである。

まず、専任職員数及びそのうちの常勤職員数については、１２年度の６０人、５１人から

今回の３６人、３３人へと大きく減少している。

また、研修講師の状況については、庁外講師の割合が増加する一方で（１２年度 →68.3%
今回 、大学関係者の割合が減少しており（同 →同 、都道府県及び指定73.8% 19.7% 17.8%） ）

都市の所属職員を対象とした研修と同様の傾向が見られる。

表３ 市町村職員研修の体制等

うち専
任講師
数

うち大
学関係
者数

北 海 道 北海道自治政策研修センター 2 2 41 0 53 14
青 森 青森県自治研修所 0 0 0 0 0 0
岩 手 岩手県総務部人事課能力開発主査 0 0 0 0 0 0
宮 城 宮城県公務研修所 0 0 0 0 0 0
秋 田 秋田県自治研修所 0 0 5 0 5 0
山 形 山形県職員研修所 1 1 0 0 0 0
福 島 (財 )ふくしま自治研修センター 0 0 20 17 345 49
茨 城 茨城県自治研修所 5 5 1 0 49 12
栃 木 栃木県自治研修所 0 0 0 0 0 0
群 馬 群馬県地方自治研修所 4 4 16 0 66 14
埼 玉 彩の国さいたま人づくり広域連合自治人材開発センター 6 6 0 0 0 0
千 葉 千葉県職員研修所 0 0 0 0 0 0
東 京 東京都職員研修所 0 0 0 0 0 0
神 奈 川 神奈川県自治総合研究センター 0 0 0 0 0 0
新 潟 新潟県自治研修所 0 0 26 0 48 4
富 山 富山県職員研修所 0 0 8 0 7 2
石 川 石川県自治研修センター 0 0 0 0 0 0
福 井 福井県自治研修所 0 0 0 0 0 0
山 梨 山梨県職員研修所 0 0 0 0 0 0
長 野 長野県自治研修所 0 0 0 0 0 0
岐 阜 岐阜県地方自治大学校 0 0 0 0 0 0
静 岡 静岡県自治研修所 1 1 8 1 10 3
愛 知 愛知県自治研修所 0 0 0 0 0 0
三 重 三重県政策開発研修センター 0 0 0 0 0 0
滋 賀 滋賀県政策研修センター 0 0 0 0 0 0
京 都 京都府職員研修所　 0 0 14 0 19 4
大 阪 大阪府人事室 0 0 0 0 0 0
兵 庫 兵庫県自治研修所 5 5 2 0 40 5
奈 良 奈良県自治能力開発センター 0 0 0 0 0 0
和 歌 山 和歌山県総務部総務管理局人事課考査・研修室 0 0 0 0 0 0
鳥 取 鳥取県自治研修所 1 1 62 0 117 21
島 根 島根県自治研修所 2 2 4 0 13 4
岡 山 岡山県自治研修所 0 0 0 0 0 0
広 島 広島県自治総合研修センター 0 0 0 0 50 12
山 口 山口県自治研修所 3 3 25 0 34 11
徳 島 徳島県自治研修センター 2 0 27 3 41 8
香 川 香川県自治研修所 0 0 0 0 90 4
愛 媛 愛媛県研修所 0 0 8 0 17 1
高 知 高知県職員能力開発センター 0 0 0 0 0 0
福 岡 福岡県職員研修所 0 0 0 0 0 0
佐 賀 佐賀県職員研修所 0 0 7 0 6 3
長 崎 長崎県総務部新行政推進室 0 0 0 0 9 1
熊 本 熊本県職員課 0 0 0 0 0 0
大 分 大分県職員研修所 0 0 0 0 0 0
宮 崎 宮崎県自治学院 0 0 0 0 0 0
鹿 児 島 鹿児島県自治研修センター 3 2 76 0 22 3
沖 縄 沖縄県自治研修所 0 0 30 0 6 2
小 計 35 32 380 21 1047 177
東 北 財団法人東北自治研修所 1 1 0 0 25 14
合 計 36 33 380 21 1072 191

都道府
県等の
名　称

研　修　機　関　の　名　称
（研修機関を置かない団体に
あっては研修事業の所管課）

専任職員数 講師の状況

うち常
勤職員
数

庁内講師数 庁外講師数
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２ 人材育成基本方針の策定状況及び研修ニーズの把握方法等（表４～表９）

人材育成基本方針及び研修計画の策定状況について、調査を行った。その結果は、表４～

表６のとおりである。また、研修ニーズの把握方法、研修ニーズの充足状況等について調査

を行った結果は、表７～表９のとおりである。

（１）人材育成基本方針の策定状況（表４）

自治省公務員部長から各都道府県知事及び指定都市市長あてに通知された「地方自治・新

時代における人材育成基本方針策定指針について」（平成９年１１月２８日付け自治能第

７８号）等を踏まえ、人材育成基本方針を策定している団体は、４６団体である。

また、平成１５年度中に人材育成基本方針を策定予定（同年度中の策定済みを含む ）の。

団体は、富山県、鳥取県、徳島県、福岡県、横浜市、川崎市、神戸市及び福岡市の８団体で

あり、これらの団体を含めると、５４団体（ ％）が同方針を策定することとなる。88.5

表４ 人材育成基本方針の策定状況

（単位：団体数、％）

東北自治 １２年度
都道府県 指定都市 合 計

研 修 所 調 査

調 査 対 象 団 体 数 ( ) ( ) ( ) ( )47 100.0 13 100.0 1 61 100.0 60 100.0

策 定 済 団 体 数 ( ) ( ) ( ) ( )39 83.0 6 46.2 1 46 75.4 38 63.3

１５年度末までに策定予 ( ) ( ) － ( ) －4 8.5 4 30.8 8 13.1
定の団体数

（２）複数年度研修計画の策定状況（表５）

複数年度にわたる研修計画を策定している団体は、１２年度から１団体減の１７団体であ

り、全体の約２８％にとどまっている。

なお、策定委員会等を設置している団体は１０団体であり、このうち外部委員の参加があ

る団体は、秋田県、新潟県、岐阜県及び愛知県の４団体である。

表５ 複数年度研修計画の策定状況

（単位：団体数、％）

東北自治 １２年度
都道府県 指定都市 合 計

研 修 所 調 査

調 査 対 象 団 体 数 ( ) ( ) ( ) ( )47 100.0 13 100.0 1 61 100.0 60 100.0

策 定 団 体 数 ( ) ( ) ( ) ( )15 31.9 1 7.7 1 17 27.9 18 30.0

う ち 委 員 会 設 置 ( ) ( ) ( ) ( )9 60.0 0 0.0 1 10 58.8 11 61.1

うち外部委員参加 ( ) － ( ) ( )4 26.7 0 4 23.5 4 22.2
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（３）単年度研修計画の策定状況（表６）

単年度の研修計画については、調査対象団体のすべてが策定している。

なお、策定委員会等を設置している団体は２４団体であり、このうち外部委員の参加があ

る団体は、青森県、福井県、岐阜県、兵庫県及び大分県の５団体である。

表６ 単年度研修計画の策定状況

（単位：団体数、％）

東北自治 １２年度
都道府県 指定都市 合 計

研 修 所 調 査

調 査 対 象 団 体 数 ( ) ( ) ( ) ( )47 100.0 13 100.0 1 61 100.0 60 100.0

策 定 団 体 数 ( ) ( ) ( ) ( )47 100.0 13 100.0 1 61 100.0 59 98.3

う ち 委 員 会 委 員 ( ) ( ) ( )24 51.1 0 0 24 39.3 24 40.7

うち外部委員参加 ( ) － － ( ) ( )5 10.6 5 8.2 7 11.9

（４）研修ニーズの把握方法（表７）

研修に対するニーズの把握方法について、最も多かったのは「受講者の意見・感想」を聴

取する方法であり、５８団体（ ）から回答があった。１２年度には、調査対象団体の95.1%
すべてがこの方法を採っており、最も一般的な手法といえる。

次いで 「人事担当課又は人事委員会からの意見要望」の聴取 「所属長からの意見要望」、 、

の聴取と続いているが、これらについても１２年度と同じ傾向である。

、「 」研修ニーズのその他の把握方法としては 市町村の人事・研修担当課からの意見・要望

の聴取（広島県 「研修運営協議会会員等からの意見要望」の聴取（福井県、山口県 「社）、 ）、

会情勢等の調査 （大分県、さいたま市）等の回答が見られた。」

表７ 研修ニーズの把握方法

（単位：団体数、％）

東北自治 １２年度
都道府県 指定都市 合 計

研 修 所 調 査

調 査 対 象 団 体 数 ( ) ( ) ( ) ( )47 100.0 13 100.0 1 61 100.0 60 100.0

首 長 か ら の 指 示 ( ) ( ) ( ) ( )9 19.1 1 7.7 0 10 16.4 14 23.3

所属長からの意見要望 ( ) ( ) ( ) ( )19 40.4 8 61.5 0 27 44.3 27 45.0

職員に対する意向調査 ( ) ( ) ( ) ( )17 36.2 2 15.4 0 19 31.1 24 40.0
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［表７の続き］

東北自治 １２年度
都道府県 指定都市 合 計

研 修 所 調 査

受講者の意見・感想 ( ) ( ) ( ) ( )44 93.6 13 100.0 1 58 95.1 60 100.0

( ) ( ) ( ) ( )人事担当課等からの要望等 26 55.3 3 23.1 0 29 47.5 33 55.0

そ の 他 ( ) ( ) ( ) ( )11 23.4 1 7.7 1 13 21.3 15 25.0

（５）研修ニーズの充足状況及び研修ニーズを充足し得ない理由（表８、表９）

、 「 」 。研修ニーズの充足状況については 長崎県のみが 十分なものと考える と回答している

、 「 」 、また ８割を超える団体が ある程度十分 と回答している状況は１２年度と同様であり

多くの団体が、現在の研修内容や体系に一定の効果を認めながらも、一方では、その見直し

の必要性を認識していることが分かる。また 「まだまだ不十分」と回答した団体も、１２、

年度から３団体増の１０団体となっている。

表８ 研修ニーズの充足状況

（単位：団体数、％）

東北自治 １２年度
都道府県 指定都市 合 計

研 修 所 調 査

調 査 対 象 団 体 数 ( ) ( ) ( ) ( )47 100.0 13 100.0 1 61 100.0 60 100.0

十分なものと考える ( ) ( ) ( ) ( )1 2.1 0 0.0 0 1 1.6 4 6.7

あ る 程 度 十 分 ( ) ( ) ( ) ( )41 87.2 9 69.2 0 50 82.0 49 81.7

ま だ ま だ 不 十 分 ( ) ( ) ( ) ( )5 10.7 4 30.8 1 10 16.4 7 11.7

全 く 不 十 分 ( ) ( ) ( ) －0 0.0 0 0.0 0 0 0.0

次に、研修ニーズの充足状況が十分であると回答した長崎県を除き、研修ニーズを充足し

得ない理由を尋ねたところ、その結果は表９のとおりである。

理由の第１位に 人員・予算の不足 を挙げた団体が最も多く３０団体であり 次いで 受「 」 、 「

講時間確保の困難」が１５団体であった。これらの傾向は、１２年度と同様である。

なお、研修ニーズを充足し得ないその他の理由については 「職員の研修ニーズが十分把、

」（ 、 、 ）、「 」握しきれいていない 栃木県 札幌市 神戸市等 希望者に対し受講生が限られている

（北九州市）といった回答が見られた。
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表９ 研修ニーズを充足し得ない理由

○ 第１位回答分

（単位：団体数、％）

東北自治 １２年度
都道府県 指定都市 合 計

研 修 所 調 査

調 査 対 象 団 体 数 ( ) ( ) ( ) ( )46 100.0 13 100.0 1 60 100.0 56 100.0
（ニーズを十分充足して
いる１団体を除く）

人 員 ・ 予 算 の 不 足 ( ) ( ) ( ) ( )26 56.5 3 23.1 1 30 50.0 30 54.5

施 設 の 不 足 等 ( ) ( ) ( ) ( )1 2.2 2 15.4 0 3 5.0 1 1.8

講 師 確 保 の 困 難 ( ) ( ) ( ) ( )3 6.5 0 0.0 0 3 5.0 4 7.3

受講時間確保の困難 ( ) ( ) ( ) ( )12 26.1 3 23.1 0 15 25.0 13 23.6

( ) ( ) ( ) ( )教材・研修技法の情報不足 1 2.2 1 7.7 0 2 3.3 2 3.6

そ の 他 ( ) ( ) ( ) ( )3 6.5 4 30.7 0 7 11.7 5 9.1

○第１位～３位回答分

（単位：団体数、％）

東北自治 １２年度
都道府県 指定都市 全 体

研 修 所 調 査

回答団 ( ) ( ) ( ) ( )46 100.0 13 100.0 1 60 100.0 55 100.0
体数

１ 人員・予算の不 受講時間確保の 人員・予算 人員・予算の不 人員・予算の不
回 足 ( ) 困難 ( ) の不足 足 ( ) 足 ( )38 82.6 12 92.3 1 48 80.0 43 78.2
答
数 ２ 受講時間確保の 人員・予算の不 講師確保の 受講時間確保の 受講時間確保の
順 困難 ( ) 足 ( ) 困難 困難 ( ) 困難 ( )34 73.9 9 69.2 1 46 76.7 40 72.7
位

３ 講師確保の困難 講師確保の困難 ･ 講師確保の困難 講師確保の困難教材 研修技法の情報
( ) ( ) ( ) ( )23 50.0 5 38.5 1 29 48.3 34 61.8不足
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３ 研修と任用との関係（表１０）

研修と任用との関係についての調査結果は、表１０のとおりである。

（１）昇任試験の実施の有無

「昇任試験を実施している団体」は、１５団体であり、具体的には、都道府県のうち北海

、 、 、 、 、 、 、 、道 埼玉県 東京都 滋賀県 大阪府 福岡県及び大分県 指定都市のうち札幌市 仙台市

横浜市、川崎市、名古屋市、京都市、神戸市及び北九州市である。

（２）研修と昇任の関係

「一定の研修の受講を昇任の前提条件としている」団体は、東京都、富山県、福井県、岐

阜県、岡山県、香川県、福岡県と横浜市である。

「昇任後に一定の研修の受講を義務づけている」団体は、１２年度と比較し、都道府県で

、 、 。６団体 指定都市で３団体増加し 指定都市のすべてが昇任後に研修受講を義務づけている

「研修における効果測定結果を昇任に反映させている」と回答した団体は、富山県、岐阜

県、高知県である。その内容については 「主任、係長、所属長代理、課長級、所属長への、

登用前に所定の研修受講と効果測定に合格することが必要 （富山県 「部次長級、課長級」 ）、

に昇任を希望する職員に対し、研修を実施し、その効果測定結果を昇任に反映させている」

（岐阜県 「コンピテンシー能力開発システムにおいて、職場での実践を通じて能力開発）、

を行い、一定の評価を得た者の中から、他の勤務成績と併せて総合的に評価して、昇任を決

める （高知県）との回答であった。」

「その他の方法により研修と昇任を関連させている」と回答した団体は、和歌山県、名古

屋市の２団体で、その方法については 「平成１５年９月から『ポイント制』を実施。研修、

、 」（ ）、修了によりポイントを加算し 一定のポイントの取得を昇任の要件としている 和歌山県

「係長昇任選考合格者については、係長昇任までに、政策形成能力等のスキル開発の研修を

行う （名古屋市）との回答であった。」

表１０ 研修と任用との関係

（単位：団体数、％）

１２年度
都道府県 指定都市 合 計

調 査

調 査 対 象 団 体 数 ( ) ( ) ( ) ( )47 100.0 13 100.0 60 100.0 59 100.0

昇 任 試 験 を 実 施 ( ) ( ) ( ) ( )7 14.9 8 61.5 15 25.0 15 25.4

一 定 の 研 修 の 受 講 を ( ) ( ) ( ) ( )7 14.9 1 7.7 8 13.3 8 13.6
昇 任 の 前 提 条 件 と し て い る

昇 任 後 に 一 定 の 研 修 の ( ) ( ) ( ) ( )42 89.4 13 100.0 55 91.7 46 78.0
受 講 を 義 務 づ け て い る

研 修 の 効 果 測 定 結 果 を ( ) － ( ) ( )3 6.4 3 5.0 1 1.7
昇 任 に 反 映 さ せ て い る

そ の 他 の 方 法 に よ り 研 修 ( ) ( ) ( ) ( )1 2.1 1 7.7 2 3.3 3 5.1
と 昇 任 を 関 連 さ せ て い る
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４ 研修事業に対する評価（表１１）

研修事業に対する評価についての調査結果は、表１１のとおりである。

（１）研修事業全体に対する評価

当該団体全般にわたる「政策評価、事務事業の評価」等の一環として研修事業の評価を行

っている団体は２７団体で、１２年度と比較して、都道府県で１０団体、指定都市で８団体

それぞれ増加し、全体で３倍となっている。

研修所として研修事業全体（研修体系）の評価を行っている団体は、都道府県が３団体増

加して、全体で１０団体であった。その内容としては「研修の事後調査、各部局の研修要望

調書、研修生からの研修要望調書に基づいて、外部有識者を招いての意見交換会や関係者に

よる評価会議等で総合的に評価している （千葉県 「研修をアウトソーシングしているた」 ）、

め、受講者からの自己評価をもとに研修全般について評価している （岡山県 「個別の研」 ）、

修評価及び研修ニーズをベースに、研修体系の妥当性を随時検証している。具体的には、研

『 』 『 』修センターに設置している 自治体経営研究会 による 全国の人材育成に関する調査研究

及び『各団体の人材育成に関するニーズ調査』を行い、変更の必要性について研修担当職員

で議論している （福島県）等の回答があった。」

（２）個別の研修事業に対する評価

個別の研修事業に対する評価を実施している団体は、都道府県で６団体、指定都市で２団

体それぞれ増加している。評価方法を数値化している事例としては 「受講者による４～５、

段階評価」が１３団体と多く、このほか「受講者に対するアンケート調査のほか、研修所職

員の観察結果及び講師の意見を基に『研修評価検討シート』を作成し、それらに基づき『研

修評価委員会』において次年度の当該研修の存廃、改善事項等を検討している （栃木県 、」 ）

「事業ごとに研修生１人あたりのコスト（事業費ベース）を算出し、コスト削減に努めてい

る （滋賀県）等の回答があった。」

（３）研修内容についての評価

研修内容についての評価を実施している団体は、５８団体である。

その方法としては 「研修終了時に受講者から意見・感想等を聴取している」が５６団体、

と最も多く、次いで 「試験等による効果測定」が３１団体 「講師からの聴取」が２７団、 、

体という順になっている。

研修内容を評価する方法については 「試験等による効果測定」を行っている団体が半数、

を超えており、研修効果を確実に把握し、研修内容の評価を行おうとする姿勢が１２年度よ

りさらに明確に現れている。

（４）研修評価の活用方法

研修評価の活用をしている団体は５８団体で、１２年度から総数は大きく変化していない

が、４項目以上を回答した団体が、１２年度の３０団体から４１団体へと大きく増加してい

。 、「 」 、「 」、る その内容としては 研修方法の改善 が５３団体と最も多いが 研修ニーズの把握

「研修計画の見直し 「講師の選定・指導方法の改善」の項目についても９割前後の団体」、

が回答しており、様々な視点から研修内容の評価や検討を行っている状況がうかがえる。
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（複数回答あり）表１１ 研修事業に対する評価

（単位：団体数、％）

東北自治 １２年度
都道府県 指定都市 合 計

研 修 所 調 査

調 査 対 象 団 体 数 ( ) ( ) ( ) ( )47 100.0 13 100.0 1 61 100.0 60 100.0

研修事業全体の評価

事務事業評価の一環 ( ) ( ) － ( ) ( )19 40.4 8 61.5 27 44.3 9 15.0
として評価を実施

研修所として研修 ( ) ( ) － ( ) ( )7 14.9 3 23.1 10 16.4 7 11.7
事業全体につき実施

個 別 の 研 修 事 業 に ( ) ( ) － ( ) ( )31 66.0 9 69.2 40 65.6 32 53.3
対 す る 評 価

研 修 内 容 の 評 価 を
実 施 し て い る 団 体 ( ) ( ) １ ( ) ( )44 93.6 13 100.0 58 95.1 59 98.3

（複数回答可）

回 答 団 体 数 ( ) ( ) １ ( ) ( )44 100.0 13 100.0 58 100.0 59 100.0

( ) ( ) １ ( ) ( )研修終了時に受講者から聴取 42 95.5 13 100.0 56 96.6 59 100.0

( ) ( ) ０ ( ) ( )一定期間経過後に受講者から聴取 15 34.1 2 15.4 17 29.3 7 11.9

( ) ( ) ０ ( ) ( )受講者の職場・上司から聴取 9 20.5 5 38.5 14 24.1 11 18.6

講 師 か ら 聴 取 ( ) ( ) ０ ( ) ( )20 45.5 7 53.8 27 46.6 30 50.8

試験等による効果測定 ( ) ( ) １ ( ) ( )24 54.5 6 46.2 31 53.4 20 33.9

そ の 他 ( ) ( ) ０ ( ) ( )6 13.6 2 15.4 8 13.8 10 16.9

研修評価の活用方
法（複数回答可） ( ) ( ) １ ( ) ( )44 100.0 13 100.0 58 100.0 53 89.8

研修ニーズの把握 ( ) ( ) １ ( ) ( )40 90.9 10 76.9 51 87.9 40 67.8

研修計画の見直し ( ) ( ) １ ( ) ( )42 95.5 9 69.2 52 89.7 39 66.1

研 修 方 法 の 改 善 ( ) ( ) ０ ( ) ( )40 90.9 13 100.0 53 91.4 44 74.6

( ) ( ) １ ( ) ( )講師の選定・指導方法の改善 40 90.9 11 84.6 52 89.7 45 76.3

そ の 他 ( ) ０ ０ ( ) ( )2 4.5 2 3.4 4 6.8
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５ 市町村職員研修の実施状況（表１２、表１３）

市町村職員研修の実施状況については、各都道府県等における区域内の市町村の職員を対

象とする研修の内容(指定都市にあっては、他の市町村の職員を対象とする研修）について

調査を行った。その結果は、表１２、表１３のとおりである。

「市町村職員研修を実施している」団体は、全体の ％にあたる３９団体である。そ63.9
、 （ ）、 （ ）、の内訳は 都道府県が３４団体 １２年度３０団体 指定都市が３団体 １２年度２団体

(財)東北自治研修所及び(財)ふくしま自治研修センター（１２年度実施）となっている。

（１）都道府県における市町村職員研修

、「 」 、 。）① 実施の形態については 市町村からの委託 (市長会 町村会等からの委託等を含む

を受けて実施している団体が１８団体と最も多くなっている。

「その他」の内容は、講座の一部開放や市町村との共催事業、自主事業と委託事業の両

方の形態で実施している等であった。

② 実施の根拠については 「研修規程などの内部規定に基づいて実施している」が１２団、

体と最も多く、これは１２年度と同数である。

「その他」の内容は、広域連合の規約や外部組織との協定等となっている。

また、研修費用の徴収は、実施団体の８割を超える２８団体が実施している。１２年度

と比較すると６団体増加しており、徴収方法については 「受講実績にかかわらず市町村、

から一括徴収」と回答した団体が６団体増えている。

③ 今後の市町村職員研修の実施方針については 「従来の実施内容を継続」すると回答し、

た団体が１９団体（１２年度１４団体）と最も多くなっている 「内容を拡充して実施」。

という回答は、１２年度に比べて５団体少なくなっている。

「その他」の主な内容は 「市町村合併の状況を踏まえて検討中 （新潟県、鳥取県、、 」

愛媛県 「受託しない方針 （岩手県、長野県 「研修のあり方について検討中 （北海）、 」 ）、 」

道 「階層別研修の見直しを進めながら選択研修の拡充を図る （埼玉県）等であった。）、 」

（２）指定都市における市町村職員研修

指定都市のうち「市町村職員研修を実施している」団体は、１２年度より１団体増えて、

札幌市、北九州市、福岡市の３団体である。

実施の形態については、３団体とも「自主事業として」実施している。

実施の根拠については、３団体とも「その他」と回答し、その内容は 「一部事務組合の、

事業の一環として受け入れ （札幌市 「周辺自治体との交流促進の一環（本市職員対象の」 ）、

）」（ ）、「 」（ ） 。研修の中での一部受け入れ 北九州市 広域行政の推進のため 福岡市 等であった

研修費用の徴収については、徴収している団体は１団体で、その方法は「一部事務組合か

ら受講実績に応じて徴収 （札幌市）であった。」

今後の市町村職員の実施方針については、現在実施している３団体とも「従来の実施内容

を継続」すると回答している。その他の団体は、無回答又は「実施を検討していない」との

回答で、指定都市の ％を占めている。76.9
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表１２ 市町村職員研修の実施状況

（単位：団体数、％）

１２年度東北自治研修所

都道府県 指定都市 合 計・ふくしま自治

調 査研修センター

調 査 対 象 団 体 数 ４６ １３ ２ ６１ ６０
( )100.0

市町村職員を対象と ３４ ３ ２ ３９ ３４
した研修事業を実施 ( ) ( ) ( ) ( )73.9 23.1 63.9 56.7

実 施 の 形 態 ３４ ３ ２ ３９ ３４
( ) ( ) ( ) ( )100.0 100.0 100.0 100.0

自 主 事 業 と し て ５ ３ １ ９ ８
実 施 ( ) ( ) ( ) ( )14.7 100.0 23.1 23.5

市町村からの委託 １８ － － １８ １９
事 業 と し て 実 施 ( ) ( ) ( )52.9 46.1 55.9

そ の 他 １１ － １ １２ ７
( ) ( ) ( )32.4 30.8 20.6

実 施 す る 根 拠 ３４ ３ ２ ３９ ３４
( ) ( ) ( ) ( )100.0 100.0 100.0 100.0

自治法 条の に ３ － － ３ ３252 14
よ る 事 務 委 託 ( ) ( ) ( )8.8 7.7 8.8

民 法 上 の 委 託 １１ － － １１ ９
( ) ( ) ( )32.4 28.2 26.5

研 修 規 程 な ど の １２ － １ １３ １４
内 部 規 定 ( ) ( ) ( )35.3 33.3 41.2

そ の 他 ８ ３ １ １３ ９
( ) ( ) ( ) ( )23.5 100.0 30.8 26.5

費 用 を 徴 収 し て ２８ １ １ ３０ ２４
い る 団 体 ( ) ( ) ( ) ( )82.4 33.3 76.9 70.6

費 用 の 徴 収 方 法 ２８ １ １ ３０ ２４
( ) ( ) ( ) ( ) ( )100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

受講実績にかかわらず １５ － － １５ ９
市町村から一括徴収 ( ) ( ) ( )53.5 50.0 37.5

受講実績に応じて １２ １ － １３ １２
市 町 村 か ら 徴 収 ( ) ( ) ( ) ( )42.9 100.0 43.3 50.0

個々の受講生から － － － － －
そ の 都 度 徴 収

そ の 他 １ － １ ２ ３
( ) ( ) ( ) ( )3.6 100.0 6.7 12.5
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（注）１ 「ふくしま自治研修センター」は、県と市町村で設立した財団法人であるため「都

道府県」の区分から除いているが 「彩の国さいたま人づくり広域連合」は、県をそ、

の設立団体に含む広域連合（特別地方公共団体）であるため「都道府県」の区分に含

めて整理している。

２ 「実施の形態」において、市長会、町村会等からの委託は 「市町村からの委託」、

に含めて整理した。

３ 「費用の徴収方法」において、市長会、町村会からの一括納付や市町村職員研修協

議会等関連団体からの納付は 「市町村から一括徴収」に含めて整理した。、

表１３ 今後の市町村職員研修の実施方針

（単位：団体数、％）

１２年度東北自治研修所

都道府県 指定都市 合 計・ふくしま自治

調 査研修センター

調 査 対 象 団 体 数 ４６ １３ ２ ６１ ６０
( ) ( ) ( ) ( )100.0 100.0 100.0 100.0

今後の市町村研修の
実 施 方 針

従 来 の 実 施 内 容 １９ ３ ２ ２４ １６
を 継 続 ( ) ( ) ( ) ( )41.3 23.1 39.3 26.7

内 容 を 拡 充 ５ － － ５ １０
し て 実 施 ( ) ( ) ( )10.9 8.2 16.7

共同実施を検討中 － － － － －

そ の 他 １０ － － １０ １３
( ) ( ) ( )21.7 16.4 21.7

無回答又は実施を検 １２ １０ － ２２ ２１
討していない団体 ( ) ( ) ( ) ( )26.1 76.9 36.1 35.0

（注） 「ふくしま自治研修センター」は、県と市町村で設立した財団法人であるため「都道

府県」の区分から除いているが 「彩の国さいたま人づくり広域連合」は、県をその設、

立団体に含む広域連合（特別地方公共団体）であるため「都道府県」の区分に含めて整

理している。
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６ 階層別研修の実施状況（表１４～１６）

職員研修を 「都道府県又は指定都市の職員を対象とするもの 「指定都市の職員を除く、 」、

市町村職員のみを対象とするもの」及び「都道府県又は指定都市の職員と市町村職員を対象

に合同で実施するもの」の３つに分けて、平成１５年度における階層別研修の実施状況を調

査した。その結果は、表１４～表１６のとおりである。

なお、ここにいう「階層別研修」とは、対象となる階層・職層の職員が原則として全員受

講することを義務づけられる研修をいい、今回の調査では、次の６階層に区分した。

① 新規採用者研修 新規採用者を対象とする研修

② 主 任 等 研 修 新規採用者研修から係長研修までの間に行われる階層別研修

③ 係 長 研 修 本庁の係長又はこれに相当する者を対象とする研修

④ 課長補佐研修 本庁の課長補佐又はこれに相当する者を対象とする研修

⑤ 管 理 者 研 修 本庁の課長又はこれに相当する者を対象とする研修

⑥ トップセミナー 三役から部長、次長クラスまでを対象とする研修

（１）研修の実施状況（表１４）

「都道府県又は指定都市の職員を対象とする研修」は、福島県を除く６０団体( ％)が98.3
36.1実施していた。「指定都市の職員を除く市町村職員のみを対象とする研修」は２２団体（

％ 「都道府県又は指定都市の職員と市町村職員を対象に合同で実施する研修」は北九州）、

市を含む１７団体（ ％）がそれぞれ実施している。27.9

（２）対象者別の実施状況（表１５）

各階層別に実施されている研修課程の数について調査した （なお、１２年度までは階層。

別を 新規採用職員 初級吏員 中級吏員 上級吏員 監督者 課長補佐 管、「 」、「 」、「 」、「 」、「 」、「 」、「

理者」及び「トップ」の８区分としていたが、初級吏員、中級吏員、上級吏員を「主任等」

に集約するとともに、監督者を「係長」に変更した ）。

(１)の研修対象者別に実施状況を見ると、いずれの場合も「主任等研修」が最も多く、全

体では２２５課程（ ％）となっている。次いで実施課程数が多い階層は 「都道府県又29.5 、

は指定都市の職員を対象とする研修」では「新規採用職員 「指定都市の職員を除く市町」、

村職員のみを対象とする研修」では「管理者 「都道府県又は指定都市の職員と市町村職」、

員を対象に合同で実施する研修」では「係長」となっている。

（３）ディベート及びロールプレイングの実施状況（表１６）

特徴的な研修技法の例として、ディベートとロールプレイングの実施状況を調査した。

最も多く実施されているのは 「新規採用職員研修」におけるロールプレイングの６６課、

程（ ％）であった。これは、新規採用職員研修全体（１８２課程）の約３６％に相当す42.6
る。また、「係長研修」におけるロールプレイングも、係長研修全体（１０９課程）の約

２８％に当たる３０課程で行われている。

一方、ディベートの実施割合が最も高いのは 「主任等研修」の２４課程で、その割合は、

約１１％であった。
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表１４ 階層別研修の実施状況

（単位：団体数、％）

東北自治 １２年度
都道府県 指定都市 合 計

研 修 所 調 査

調 査 対 象 団 体 数 ４７ １３ １ ６１ ６０
( ) ( ) ( ) ( )100.0 100.0 100.0 100.0

都 道 府 県 ・ ４６ １３ １ ６０ ５９
指 定 都 市 職 員 ( ) ( ) ( ) ( )97.9 100.0 98.3 98.3

指 定 都 市 職 員 を ２１ １ ２２ ２４
除 く 市 町 村 職 員 ( ) ( ) ( )44.7 36.1 40.0

都道府県・指定都市 １５ １ １ １７ ２２
職員と市町村職員（注） ( ) ( ) ( ) ( )31.9 7.7 27.9 36.7

（注）この欄の「市町村職員」には、指定都市の職員を含まない。

表１５ 階層別研修の対象別実施状況

（単位：課程数、％）

都 道 府 県 ・ 指定都市職員を 都道府県・指定
区 分 都市職員と市町 合 計

指定都市職員 除く市町村職員 村職員（注１）

研修の別 12年度 15年度 12年度 15年度 12年度 15年度 12年度 15年度
計 画 計 画 計 画 計 画 計 画 計 画 計 画 計 画

641 594 137 128 65 42 843 764研 修 課 程
総 数 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )100 100 100 100 100 100 100 100

157 153 21 22 8 7 186 182新規採用職員研修
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )24.5 25.8 15.3 17.2 12.3 16.7 22.1 23.8

166 171 45 37 19 17 230 225主 任 等 研 修
（注２） ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )25.8 28.8 32.9 28.9 29.2 40.5 27.3 29.5

103 78 26 22 13 9 142 109係 長 研 修
（注２） ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )16.1 13.1 19.0 17.2 20.0 21.4 16.8 14.3

76 60 14 15 7 4 97 79課 長 補 佐 研 修
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )11.9 10.1 10.2 11.7 10.8 9.5 11.5 10.3

97 90 24 25 12 3 133 118管 理 者 研 修
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )15.1 15.1 17.5 19.5 18.5 7.1 15.8 15.4

42 42 7 7 6 2 55 51ト ッ プ セ ミ ナ ー
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )6.6 7.1 5.1 5.5 9.2 4.8 6.5 6.7

（注）１ この欄の「市町村職員」には、指定都市の職員を含まない。

２ 「１２年度計画」の欄において 「主任等研修」の課程数には平成１２年度の「初、

」、「 」 「 」 、「 」級吏員研修 中級吏員研修 及び 上級吏員研修 の課程数の合計を 係長研修

の課程数には平成１２年度の「監督者研修」の課程数をそれぞれ掲げている。
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表１６ 階層別研修の研修技法別実施状況

（単位：団体数、％）

都 道 府 県 ・ 指定都市職員を 都道府県・指定

区 分 都市職員と市町 合 計

指定都市職員 除く市町村職員 村職員（注）

ロールプ ロールプ ロールプ ロールプ研修の別 ディベ ディベ ディベ ディベ

レイング レイング レイング レイングート ート ート ート

44 125 8 21 5 9 57 155研 修 課 程

総 数 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )100 100 100 100 100 100 100 100

7 52 0 10 0 4 7 66新規採用職員研修

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )15.9 41.6 0.0 47.6 0.0 44.5 12.3 42.6

15 24 6 5 3 1 24 30主 任 等 研 修

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )34.1 19.2 75.0 23.8 60.0 11.1 42.1 19.3

7 23 2 4 1 3 10 30係 長 研 修

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )15.9 18.4 25.0 19.1 20.0 33.3 17.5 19.4

7 12 0 2 0 1 7 15課 長 補 佐 研 修

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )15.9 9.6 0.0 9.5 0.0 11.1 12.3 9.7

7 14 0 0 1 0 8 14管 理 者 研 修

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )15.9 11.2 0.0 0.0 20.0 0.0 14.0 9.0

1 0 0 0 0 0 1 0ト ッ プ セ ミ ナ ー

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )2.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.8 0.0

（注）この欄の「市町村職員」には、指定都市の職員を含まない。
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７ 階層別研修における選択制研修の実施状況（表１７、表１８）

階層別研修における選択制研修の実施状況について調査を行った。その結果は、表１７、

表１８のとおりである。

平成１５年度に、階層別研修において選択制研修を実施する団体は３７団体であり、１２

年度の２８団体から９団体増加している。選択制研修の実施課程数は９２課程であり、これ

も１２年度と比較すると１０課程増加している。

階層区分別の選択制研修の課程数を見てみると、主任等研修が３８課程（ ％）と最も38.4
多く、次いで係長研修の２３課程（ ％ 、課長補佐研修の２１課程（ ％）となって23.2 21.2）

おり、この３階層で全体の約８３％を占めているとともに、研修内容についても、これらの

階層の特色が反映され、マネジメント能力の開発・向上に関するものや政策立案能力の向上

に資する研修が多く見られる。

表１７ 階層別研修における選択制研修の実施状況

（単位：団体数・課程数、％）

主催団体 東北自治 １２年度
都道府県 指定都市 合 計

対 象 研 修 所 調 査

調 査 対 象 団 体 数 ４７ １３ １ ６１ ６０
( ) ( ) ( ) （ ）100.0 100.0 100.0 100.0

選 択 制 研 修 を 実 施 ３０ ７ － ３７ ２８
（ ）し て い る 団 体 ( ) ( ) ( )63.8 53.8 60.7 46.7

研 修 課 程 数 ８０ １２ － ９２ ８２

階層区分

新規採用職員研修 ２ ０ － ２ ０
（ ）( ) ( ) ( )2.3 0.0 2.0 0.0

主 任 等 研 修 ３３ ５ － ３８ ３５
（ ）( ) ( ) ( )37.9 41.7 38.4 42.7

係 長 研 修 １９ ４ － ２３ ２１
（ ）( ) ( ) ( )21.8 33.3 23.2 25.6

課 長 補 佐 研 修 ２１ ０ － ２１ １４
（ ）( ) ( ) ( )24.1 0.0 21.2 17.1

管 理 者 研 修 １１ ３ － １４ １２
（ ）( ) ( ) ( )12.7 25.0 14.2 14.6

ト ッ プ セ ミ ナ ー １ ０ － １ ０
（ ）( ) ( ) ( )1.2 0.0 1.0 0.0

実施形態

形態Ａ（共通コースと ４３ ６ － ４９ ５５
（ ）選択制コースを設定） ( ) ( ) ( )53.8 50.0 53.3 67.1

形態Ｂ（選択制コ ３７ ６ － ４３ ２７
（ ）ースのみを設定） ( ) ( ) ( )46.2 50.0 46.7 32.9

（注） １の研修課程が複数の階層を対象としている場合があるため、階層区分別の課程数の

合計値と「研修課程数」の欄の数値は一致しない。
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表１８ 階層別研修における選択制研修の実施状況等

都道府県 階層 研修 研修課程名 年間受講
・指定都 研修対象者 選択部分のコース名（講座名） 者数
市の名称 区分 形態 （受講予定数） (ｺｰｽ別)

青森県 採用から一定年数を ２ Ｂ 主事・技師選択研修 行政法基礎講座、民法基礎講座、地方 ４０
経過した職員 ３００ 自治法基礎講座、公共経済学基礎講座 ～１２０（ ）

青森県 採用から一定年数を ２ Ａ 主事・技師研修 創造性開発、プレゼンテーション、デ ２０
経過した職員 ３００ ィベート ～２４０（ ）

青森県 主査 県 ・係長 市 ２ Ａ 主査研修 自治体における政策形成、問題分析・ 各１００（ ） （
町村）に昇任した職 ３００ 解決力開発、自治体法務の基礎と展開（ ）
員

青森県 課長補佐級又は課長 ４ Ｂ 課長補佐級・課長級選 マネジメント応用実践研修、意思決定 各３０
（ ） 、 、級に昇任した職員 択研修 １５０ 能力強化講座 折衝・交渉力向上研修

カウンセリングマインド研修、業務リ
スクマネジメント研修

宮城県 主事、技師 ２ Ｂ 主事、技師級研修 対人能力開発、プレゼンテーション、 各４６
（ ） 、 、 、３２２ 創造性開発 企画力開発 地方財政学

少子・高齢化社会の経済学、社会調査
・データ処理入門

宮城県 主任主査、主幹、 ３ Ｂ 監督者級研修 政策形成・評価、リーダーシップ能力 各６０
課長補佐 ４ （６００） 開発、交渉力・調整力、業務のリスク

予測と管理、ディベート、意思決定能
力開発
新地方自治制度論、目標管理能力開発
政策法務

秋田県 採用後、上級採用者 ２ Ｂ 主事・技師級選択研修 社会調査技法（基礎 、社会調査技法 １５）
で７年、中級採用者 主任級選択研修 （応用 、図解表現技術、プレゼンテ ～ ２５）
で 年、初級採用 ２７０ ーションスキル、折衝・交渉力、クレ10 （ ）
者で 年経過した ーム対応力 広報スキル 民法演習 行12 、 、 （
職員、昇任後２年経 政における私法上の課題 、民法演習）
過した職員 （契約の原則 、行政法（基礎 、行政） ）

法（応用 、異文化コミュニケーショ）
ン

福島県 大卒４年目、短大卒 ２ Ａ ステップ１研修 業務改善のポイント ３８９
６年目、高卒８年目 ６６２ データの読み方 ２７３（ ）
の職員

福島県 大卒８年目、短大卒 ２ Ａ ステップ２研修 政策法務基礎 ４０８
１０年目、高卒１２ ８０５ 住民協働ワークショップ ３９７（ ）
年目の職員

福島県 新たに係長職に就い ３ Ａ 監督者研修 論理力開発研修 １４２
た職員 ２５０ 交渉・折衝力養成演習 １０８（ ）

福島県 新たに課長補佐職に ４ Ａ 管理者１部研修 意思決定能力開発 １８７
就いた職員 ３１８ 政策評価 １３１（ ）

茨城県 係長級に昇任した職 ３ Ａ 係長級研修 政策法務（事務系選択日程 、リーダ ８０）
員 ２４０ ーシップとメンタルヘルス（技術系選 ～１６０（ ）

択日程）

茨城県 課長補佐級に昇任し ４ Ｂ 課長補佐級研修 目標管理・コーチング ７０
た職員 ２１０ 目標管理・行政経営品質向上・ＯＪＴ ８０（ ）

メンタルヘルス・政策評価・ＯＪＴ ６０

栃木県 主任を目指す 歳 ２ Ｂ 主任能力開発研修 情報力研修、発想力研修、業務改革研 各３０28
の職員 ２４０ 修、企画力研修、業務管理研修Ⅰ、ク（ ）

レーム対応研修、プレゼンテーション
研修、協働力研修
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都道府県 階層 研修 研修課程名 年間受講
・指定都 研修対象者 選択部分のコース名（講座名） 者数
市の名称 区分 形態 （受講予定数） (ｺｰｽ別)

栃木県 係長級を目指す ３ Ｂ 係長能力開発研修 政策法務研修、業務管理研修Ⅱ、折衝 各３０34
歳の職員 ２１０ ・交渉研修、論理的説明力研修、問題（ ）

、 、解決力研修 チームビルディング研修
後輩指導研修

栃木県 グループリーダーを ４ Ｂ 監督者能力開発研修 課題発見・解決力研修、調整力研修、 各３０
目指す係長級７年目 ２１０ リスクマネジメント研修、状況対応リ（ ）
の職員 ーダーシップ研修、組織運営力研修、

行動力革新研修、コーチングスキル研
修

栃木県 所属長を目指す総括 ５ Ｂ 管理者能力開発研修 危機管理と広報戦略研修、意思決定プ 各３０
課長補佐３年目又は １８０ ロセス構築研修、組織経営研修、革新（ ）
課長級１年目の職員 リーダー研修、メンタリング＆コーチ

ングスキル研修、マネジメント研修、
コーチングスキル研修

東京都 係長級職に昇進後２ ３ Ａ 係長研修 新たな危機管理体制～多様な危機から ９００
年目の者、ただし管 ９００ 都民を守る～、民事訴訟からみる都政（ ）
理職候補者試験合格 の課題、都立高校の教育改革～学校経
者を除く 営計画で都立高校を変える～、利用者

本位の医療サービスに向けて～患者中
心の医療に向けての取組～、地方分権
・財政危機克服・アクションプランの
動き

神奈川県 基本的に新規採用職 ２ Ｂ 基礎科目群 法学概論、地方自治法、民法、自治体 １３
員以外の階層別対象 ３ 政策形成科目群 と法、経済学、経営学、プレゼンテー ～１８１
者（希望があれば階 ４ マネジメント科目群 ション、わかりやすい資料作成技法、
層別対象者以外の職 ５ 対話型行政推進科目群 タイムマネジメント、業務改善、広報
員でも可） ６ ＩＴ化推進科目群 企画、財務会計、手話、問題解決・創
マネジメント科目郡 ２ ６９４ 造力アップ、政策形成基礎演習、社会（ ， ）
は主幹級以上の対象 調査・情報分析力アップ、政策形成演
職員 習、リーダーシップ、実践マネジメン

ト、職場における 経営戦略、コミCS
ュニケーション、交渉力アップ、ＮＰ
Ｏ等活動交流、ボランティア体験、ワ
ード、エクセル、パワーポイント、デ
ータベース、ホームページ作成

富山県 主事、技師 ２ Ｂ 主事・技師クラス向け 創造性開発研修、政策法務研修、ブレ ２０
必修選択研修 ４８５ イクスルー研修、住民満足度（ＣＳ） ～ ３５（ ）

向上研修、プレゼンテーション研修、
ディベート研修、コミュニケーション
研修、自治制度研修、民法研修、行政
法研修、法学概論（通論）研修、経済
セミナー研修、会計学研修、地方税財
政制度研修、提案・改善型の仕事の進
め方研修、心と体の健康研修

富山県 主任 ３ Ｂ 主任向け必修選択研修 政策形成能力開発（応用）研修、政策 ３５
１５５ 評価能力開発（応用）研修、交渉力・ ～ ５０（ ）

説得力研修、ＪＳＴ入門（リーダー養
成）研修

富山県 係長 ４ Ｂ 係等向け必修選択研修 意思決定（ＴＭ法）研修、リスクマネ 各３５
１０５ ジメント研修、組織活性化研修（ ）

富山県 課長補佐 ５ Ｂ 課長補佐向け必修選択 クライシスマネジメント研修、目標管 各３５
研修 １０５ 理研修、リーダーシップ研修（ ）

富山県 課長 ６ Ｂ 課長向け必修選択研修 戦略的管理研修、リーダーシップと創 各３５
１０５ 造的課題解決研修、組織運営と部下統（ ）

率等事例研修
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都道府県 階層 研修 研修課程名 年間受講
・指定都 研修対象者 選択部分のコース名（講座名） 者数
市の名称 区分 形態 （受講予定数） (ｺｰｽ別)

石川県 吏員１部 ２ Ａ 吏員１部研修 自己開発研修、チャレンジ型職員養成 各３５
１０５ 研修、企画書作成研修（ ）

石川県 吏員２部 ２ Ａ 吏員２部研修 政策形成Ⅰ研修、創造性開発研修、企 ３０
１２０ 画力・プレゼンテーション研修 ～ ５０（ ）

石川県 係長研修 ３ Ａ 係長研修 政策形成Ⅱ研修、アカウンタビリティ ４０
１８０ 研修、タイムマネジメント研修 ～１００（ ）

山梨県 新任職員研修修了年 ２ Ａ 主事・技師研修 政策づくりの基礎、情報力養成研修、 １００
度の次年度から主任 １００ 意思決定能力養成研修、政策法務研修（ ）
昇任年度の前年度ま （入門コース 、政策法務研修（一般）
での主事、技師 コース 、行政争訟研修、行政法、地）

方自治法、法制執務

静岡県 新任管理者 ５ Ａ 新任管理者研修 議会実務研修、組織活性化のためのマ ３５
２００ ネジメント、管理者の戦略、行政の危 ～ ７０（ ）

機管理講座

愛知県 主事・技師級 ２ Ｂ 主事・技師選択研修 基礎コース、 政策形成コース、 経営 ２００
６４０ 管理コース ～２４０（ ）

愛知県 主査級 ３ Ｂ 主査・課長補佐級選択 基礎コース、政策形成コース、経営管 ５０
課長補佐級 ４ 研修 ７３４ 理コース ～３８４（ ）

愛知県 課長級 ５ Ｂ 課長級選択研修 政策形成コース ５０
２００ 経営管理コース １５０（ ）

三重県 新任課長級職員 ５ Ｂ マネジメント研修 マネージャーのためのコーチング研 各３０
新任マネージャー １２０ 修､総合リスクマネジメント､マネージ（ ）

ャーのための政策形成能力向上研修、
行政ビジョンとリーダーシップ研修

三重県 新任グループリーダ ５ Ａ マネジメント研修 グループリーダー向けコーチング研修 ３０
ー ６０ グループリーダー向けエンパワメント １５０（ ）

研修

滋賀県 主事・技師級 ２ Ａ 主事・技師級３年目コ 企画力向上、小論文・リポート作成、 ３０
（採用後３年目） ３ ース ８０ 発生主義会計、政策法務能力Ａ、政策 ～１８０（ ）

、 、主事・技師級 主事・技師級７年目コ 法務能力Ｂ プレゼンテーション技法
（採用後７年目） ース ３０ 政策デイベート技法、公共マーケテイ（ ）
主任主査級 中堅リーダー政策形成 ング技法、ＱＣ技法、政策立案、統計

能力向上コース データ活用法、自治体法務能力、新し
１８０ い行政運営手法、意思決定能力開発、（ ）

、 、創造性開発 合理的問題解決能力開発
サイバーコミュニケーション、地方自
治法、環境経済、ＣＳ（生活者満足）
向上、交渉折衝能力開発、コミュニケ
ーション能力向上、人間関係能力向上

滋賀県 主任副主幹級 ４ Ａ ミドルマネージャー基 上記講座＋カウンセリングマインド、 １６０
主任主幹級 ５ 礎コース １８０ ストレスマネジメントとメンタルヘル ～１８０（ ）
新任課長補佐級 ミドルマネージャー強 ス基礎、コーチング（部下育成 、職）

化コース １６０ 場の問題解決と活性化、目標による行（ ）
マネジメント基礎コー 政運営、リスクマネジメント

（ ）ス １６０

京都府 採用３年目職員 ２ Ａ 一般職員研修Ⅰ 地域政策演習 ２０
４０ 条例事例演習 ２０（ ）

京都府 係長級昇任者 ３ Ａ 新任係長級研修 政策形成 ７０
１４０ 政策法務 ７０（ ）

京都府 主幹級昇任者 ４ Ａ 新任主幹級研修 管理者のリーダーシップ、プレゼンテ 各３０
９０ ーション、コーチング（ ）
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大阪府 採用後３年目の職員 ２ Ｂ 主事・技師級研修Ⅲ 主事・技師級研修Ⅲ（政策研究 、政 １２１）、
１２１ 策法務研修（入門 、 民法研修（総則（ ） ）

・物権・債権 、 行政法研修、 地方）
自治法研修、 手話入門研修、 点字入
門研修、福祉体験研修

大阪府 主査級１年目 ３ Ａ 主任主査級研修 経営戦略研究研修 ハーバード方式 ３２５（ ）、
３２５ 政策法務研修（入門 、政策法務研修（ ） ）

（応用 、政策ディベート研修、問題）
解決能力パワーアップ研修、企画立案
能力パワーアップ研修、民法研修（総
則・物権・債権 、行政法研修、地方）

、 、自治法研修 プレゼンテーション研修
折衝・交渉力パワーアップ研修、接遇
指導研修、福祉体験研修

大阪府 課長補佐級１年目 ４ Ａ 新任課長補佐級研修 経営戦略研究研修 ハーバード方式 ２２５（ ）、
２２５ 政策法務研修（応用 、政策ディベー（ ） ）

ト研修、問題解決能力パワーアップ研
修、企画立案能力パワーアップ研修、
状況対応型リーダーシップ研修、実践
ビジネスコーチング研修、プレゼンテ
ーション研修、折衝・交渉力パワーア
ップ研修、接遇指導研修

兵庫県 主任昇任後１年 ２ Ａ 主任研修 政策研究コース、参画と協働ワークシ １８
３４１ ョップコース、 ディベートコース、 ～１６８（ ）

コミュニケーションコース

兵庫県 主査昇任後２年目 ２ Ａ 主査第１部研修 政策法務コース、交渉能力コース、プ ６２
３７４ レゼンテーションコース、公共マーケ ～１２８（ ）

ティングコース

兵庫県 主査昇任後５年目 ２ Ａ 主査第２部研修 政策法務コース､行政訴訟コース､参画 ２０
２６１ と協働ワークショップコース、プレゼ ～ ８２（ ）

ンテーションコース、交渉能力コース

奈良県 主任係長級 ３ Ａ 監督者レベル研修 マネジメント能力向上、政策ディベー 各３０
１１０ ト、対人折衝能力向上、住民満足度向（ ）

上

奈良県 新任課長級 ４ Ａ 管理者レベル研修 折衝・交渉力向上、意思決定能力、戦 各３０
１０２ 略的政策形成（ ）

鳥取県 新任課長補佐級 ５ Ｂ 県新任課長補佐級職員 政策法務講座（一般コース 、政策法 １）
研修 ４０ 務講座（入門コース 、住民満足度向 ～ ９（ ） ）

、 、 、上講座 危機管理講座 行政争訟講座
文書管理講座、国際理解講座、ＮＰＯ
交流講座、情報公開講座、経済講座

島根県 ４月１日で３４歳の ２ Ｂ セルフアップⅠ課程研 法制執務基礎講座､自治体法務講座､地 ３０
職員、４月１日で４ ４ 修 ２００ 方自治法講座､地方公務員法講座､自治 ～１００（ ）
５歳の職員 セルフアップⅡ課程研 体争訟講座､行政法演習､民法基礎講

修 ４００ 座、民法演習､政策法務講座､ビジネス（ ）
マナーレベルアップ講座、プレゼンテ
ーション講座、行政コミュニケーショ
ン講座､ディベート講座､交渉力・折衝
力向上講座､マネジメント実践講座､会
議運営能力向上講座､国際理解講座､簿
記講座､財務諸表基礎講座､創造性開発
講座､自治体バランスシート講座､経営
分析講座､公共マーケティング講座､危
機管理講座､ＩＴ講座､住民と行政との
協働推進鋼材、経済セミナー、環境セ
ミナー、政策評価講座、政策形成講座
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広島県 大卒在職３年目、高 １ Ｂ ステップ研修Ⅰ 行政サービス向上研修、ディベート研 １３０
卒、短大卒５年目 １３０ 修、情報化研修、交渉力向上研修、プ（ ）

レゼンテーション研修

広島県 新任の主任 ２ Ｂ ステップ研修Ⅱ 行政サービス向上研修、ディベート研 ２５０
２５０ 修、情報化研修、交渉力向上研修、プ（ ）

レゼンテーション研修、創造性開発研
修、政策課題研修、公共マーケティン
グ研修、自治体バランスシート研修

山口県 主査級昇任後４年経 ４ Ｂ 主査級課題Ⅱ 対人能力開発コース（折衝・交渉能力 各５０
過した県職員 １５０ 向上 、マネジメント能力開発コース（ ） ）

（目標による管理 、政策形成能力開）
発コース（政策評価）

山口県 課長昇任後４年経過 ５ Ａ 課長級課程Ⅱ 意志決定能力強化 ５０
した県職員 １００ リーダーシップ開発 ５０（ ）

山口県 係長級昇任後３年未 ３ Ａ 係長一部課程 リーダーコース（リーダーの役割） ７５
満の市町村職員 １７５ 法務能力コース 分権時代の法務能力 １００（ ） （ ）

徳島県 Ｈ１１上級採用、Ｈ ２ Ａ 吏員研修Ⅱ 文章化技法開発 ３５
９中級採用、Ｈ７初 ８０ 企画力開発 ４５（ ）
級採用

徳島県 Ｈ７上級採用、Ｈ５ ２ Ａ 吏員研修Ⅲ 政策評価による政策形成基礎 ４０
中級採用、Ｈ３初級 １８０ 対人能力向上 ４０（ ）
採用 業務改善技法 １００

徳島県 新任の事務主任、技 ２ Ａ 新任係長級研修 政策ディベート 公共マーケティング ３０、 、
術主任 ２３０ 行動科学・メンタルタフネス、創造性 ～１１０（ ）

開発

徳島県 係長３年目 ３ Ｂ 現任係長研修 ハーバード・ケース・メソッド、問題 ３０
１１０ 分析・解決力開発、説明力向上 ～ ４０（ ）

徳島県 新任の課長補佐級 ４ Ｂ 新任課長補佐級研修 職場のコミュニケーションとＯＪＴ、 ４０
１７０ 政策研究、ＣＳ（住民満足度）向上、 ～ ５０（ ）

折衝説得能力向上

徳島県 新規採用後８年を経 ２ Ａ 市町村吏員研修Ⅱ 中堅職員としての役割と能力開発、論 ３０
過した市町村職員 １５０ 理思考のためのディベート、対人能力 ～ ６０（ ）

向上

徳島県 係長の職にある市町 ３ Ａ 市町村係長級研修 監督者としての職務、行動科学・メン ３０
村職員（これに相当 １５０ タルタフネス 政策評価の理念と活用 ～ ５０（ ） 、 、
する職務を行う者を 政策形成の理論と実際
含む）

徳島県 課長補佐の職にある ４ Ａ 市町村課長補佐級研修 自治体の目標管理 ＣＳ 住民満足度 ３０、 （ ）
市町村職員（これに １３０ 向上、折衝説得力向上 ～ ６０（ ）
相当する職務を行う
者を含む）

香川県 主任主事・主任技師 ２ Ｂ 一般職員研修 意識改革コース、政策形成コース、法 ５
昇任者 ３７ 務能力コース、職務遂行コース ～ １４（ ）

香川県 新たに主任等に任用 ３ Ｂ 主任研修 意識改革コース、政策形成コース、法 ３２
された職員、副主幹 ４ １３８ 務能力コース、対人能力コース ～ ８９（ ）
等昇任者 副主幹研修

（ ）１１４
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福岡県 新任主査 ２ Ａ 管理監督者研修 主査 政策立案のための企画力養成コース ２００（ ）
５０ 問題解決のためのリーダーシップコー １５０（ ）

ス

福岡県 新任補佐級 ４ Ａ 管理監督者研修（課長 政策評価（ハード事業）コース １２６
補佐 ４２ 政策評価（ソフト事業）コース ８４） （ ）

福岡県 主任昇任後３年目 ２ Ａ 一般職員研修（主幹） キャリア開発コース １２６
４２ 政策課題の実現コース １２６（ ）

佐賀県 平成１１年度に高卒 ２ Ａ 一般職員第１部研修 公共マーケティング、政策形成、政策 ５０
程度試験及び平成１ ３ １７ 評価、政策ディベート、政策法務、折 ～ ７０（ ）
３年度に短大卒程度 一般職員第２部研修 衝力養成講座、プレゼンテーションセ
試験により採用され ７１ ミナー、対人能力向上、監督者として（ ）

、 、 、た職員等、右記研修 一般職員第３部研修 のマネジメント 危機管理 民法講座
課程に該当する職員 ５０ 地方自治法講座（ ）

監督者等（新任主査）
（ ）研修 １３１

（ ）監督者等 新任係長級
（ ）研修 ５８

（ ）監督者等 現任係長級
（ ）研修 ７３

大分県 上級職採用後４年 ２ Ａ 中堅職員１部研修 プレゼンテーション技法、問題解決能 各４０
目、中級職採用後６ １２０ 力向上講座、業務改善（ ）
年目、初級職採用後
８年目

大分県 新任課長補佐級職員 ４ Ａ 新任課長補佐級研修 傾聴と部下育成、折衝・交渉、介護研 各４０
１２０ 修（ ）

熊本県 係長級昇任者 ３ Ｂ アクティブＡコース 政策形成プロセス入門、公共マーケテ ３６５
課長補佐級昇任者 ４ １９３ ィング、政策法務、合理的思考法、リ（ ）

アクティブＢコース サーチ入門、政策評価、政策ディベー
１７２ ト、コミュニケーション能力パワーア（ ）

ップ、プレゼンテーション、地域分析
入門、折衝・交渉力向上、ＣＳ（生活
者満足）向上、行政におけるバランス
シート入門、リーダーシップスキル、
目標管理とコーチングスキル、リスク
マネジメント、ＮＰＯ入門・体験講座

仙台市 係長職昇任１年目の ３ Ａ 係長研修Ⅰ部 表現力養成講座、行政経営講座、市民 ２４
職員 １２８ サービス向上講座、ディベート講座、 ～ ３６（ ）

民間企業体験研修

さいたま 入職１５年目の職員 ２ Ｂ １５年次研修 政策法務、文書表現力アップ、異文化 ２０
市 ９６ 理解、ブレイクスルー思考養成 ～ ２８（ ）

さいたま ６級昇任３年目の職 ５ Ｂ 現任６級研修 キャリア向上自己形成 説明責任追及 ２５、 、
市 員 １２２ フラット型組織リーダー養成、メンタ ～ ３８（ ）

ルヘルス

横浜市 昇任２～４年目の係 ３ Ｂ ステップアップ研修 マ マニュアル作成・活用、仕事の効率的 ４０（
長・消防司令 ネジメント編） ・効果的な管理手法、ＯＪＴ研修、業 ～ ７０

３３０ 務改善のマネジメント、部下育成とコ（ ）
ーチングスキル、目標達成のためのマ
ネジメント

名古屋市 採用３年目の行政職 ２ Ａ ３年目職員研修 行政評価実践研修、文書・法務基礎研 ６０
職員 ２６０ 修、会計・契約事務実践研修 ～１００（ ）
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名古屋市 Ｈ１３、１４年度係 ２ Ｂ 係長有資格者研修 課題研究プロジェクト、東海三県一市 ６
長昇任選考合格者 ３６４ 合同研修、企業派遣、他職場実践、政 ～ ６０（ ）

、 、策法務 政策企画力・マーケティング
、 、メンタルマネジメント クレーム対応

ネゴシエーション、さわやかマナー研
修指導者養成、新規採用者研修リーダ
ー養成

広島市 採用１０～１３年目 ２ Ｂ 中堅職員パワーアップ 企画力養成講座 職場の課題解決講座 ２７４、 、
の職員 コース ２７４ 政策法務講座、ディベート講座、プレ（ ）

ゼンテーション講座（話し方編 、プ）
（ ）、レゼンテーション講座 企画提案編

対人能力養成講座

広島市 係長級昇任者で部下 ３ Ｂ ４級昇任ニューリーダ 職場の課題解決講座、政策形成基礎講 ２９４
を持たない職員 ーコース ２９４ 座、ディベート講座、交渉能力養成講（ ）

座、プレゼンテーション講座（話し方
編 、プレゼンテーション講座（企画）
提案編 、対人能力養成講座）

広島市 管理者となった職員 ５ Ａ 管理者研修 政策形成実践講座、ディベート講座、 １１０
１１０ 部門間調整能力養成講座、接遇指導者（ ）

養成講座、人権問題職場研修リーダー
養成講座、リスニング研修

北九州市 昇任４年次の係長 ３ Ａ 係長４年次研修 政策企画力向上コース ６０
１５０ ミッションコーチング実践コース ９０（ ）

北九州市 昇任３年次の課長 ５ Ａ 課長３年次研修 政策企画力向上コース ４０
９０ ミッションコーチング実践コース ５０（ ）

福岡市 １５年度総括主任昇 ２ Ａ 総括主任研修 行政法入門、経済セミナー、対人関係 ２４
任者及び１４年度同 ２５５ 開発セミナー、事務マニュアル作成研 ～１２０（ ）
研修未修了者 修、マーケティング、ワークショップ

実践講座、ディベート入門、政策評価
入門

（注）１ 「階層区分」欄の番号の意義
［１］新規採用者研修 新規採用者を対象とする研修
［２］主 任 等 研 修 「１」～「３」の間に行われる階層別研修
［３］係 長 研 修 本庁の係長又はこれに相当する者を対象とする研修
［４］課長補佐研修 本庁の課長補佐又はこれに相当する者を対象とする研修
［５］管 理 者 研 修 本庁の課長又はこれに相当する者を対象とする研修
［６］トップセミナー 三役から部長、次長クラスまでを対象とする研修

２ 「研修形態」欄の記号の意義
［Ａ］一定時間の共通科目等のほかに選択コースが設定されている研修
［Ｂ］共通科目等がなく、選択コースのみが設定されている研修
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８ 特別研修の実施状況（表１９）

都道府県、指定都市等における特別研修の実施状況について調査を行った。本調査におけ

る「特別研修」とは、専門的な知識・技能の修得や能力の開発・向上を目的として実施する

研修であって、階層別研修、法務能力向上研修及びコンピテンシーに着目した研修を除くも

のである。実施区分は 「都道府県又は指定都市の職員を対象とするもの 「指定都市の職、 」、

員を除く市町村職員のみを対象とするもの 「都道府県又は指定都市の職員と市町村の職」、

員を対象に合同で実施するもの」の３区分とした。また、分野別区分は、①政策課題、地域

課題に関する研修、②行政運営プロセス改善手法に関する研修、③女性職員の登用、職域拡

大等の促進を図るための研修、④住民・民間企業等との合同・交流型の研修、⑤ワークショ

ップを用いた研修、⑥インタビュー、タウンウオッチングなどフィールドワーク型の研修、

⑦社会福祉施設での介護補助など現場体験型の研修、⑧危機管理研修、⑨その他の特色ある

研修の９区分とした。調査結果は、表１９のとおりである。

平成１５年度において、専門的な知識・技能の修得や能力の開発・向上を目的とする「特

別研修」は、ほとんどの団体で実施されている 「特別研修」を実施していない秋田県、高。

知県、さいたま市においても、階層別研修の中で、専門的な知識・技術の修得や能力の開発

・向上を目指す研修を選択することを可能としており、その内容を充実させたり、派遣研修

の選択肢の充実をするなどの工夫もみられた。

なお、表１９によると、１２年度と比較して「特別研修」の課程数が減少しているように

見えるが、前回調査において「特別研修」に含めた「法務能力向上研修」を別項目（第３－

１１参照）として調査しているため、 単純な比較はできない。今回調査における「法務能

力向上研修」の課程数は、都道府県で１０８課程、指定都市で２５課程となっており、これ

を今回調査で集計した「特別研修」の課程数に加えると、都道府県で１０６８課程(１２年

度９８３課程 、指定都市で２８８課程（１２年度３４１課程）となる。）

表１９ 特別研修の実施状況

（単位：団体数）

主催 都道府県 指定都市 合 計 １２年度東北自治研修所
団体

15年 課程数 15年 課程数 15年 課程数 15年 課程数 12年 課程数
対象 度 度 度 度 度

計画 計画 計画 計画 計画

都道府県・ ４３ ５４８ １２ ２６０ ０ ０ ５５ ８０８ ５８ ８８５
指定都市職員

指定都市職員を １４ ８５ ０ ０ ０ ０ １４ ８５ １６ １１１
除く市町村職員

都道府県・指 ３５ ３２７ ２ ３ １ ２ ３８ ３３２ ４０ ３３０
定都市職員と
市町村職員

（注）

（注）この欄の「市町村職員」には、指定都市の職員を含まない。
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９ 特別研修における特色ある研修の実施状況（表２０、表２１）

平成１５年度の「特別研修における特色ある研修」の調査項目については、前回までこの

項目に含めていた「法務能力向上研修」を別項目として取り上げ（第３－１１ 法務能力向

上研修の実施状況（４６頁）参照 、また、今回新たに 「危機管理研修」を分野別区分の） 、

１項目に加えた。

今回の調査で 「特別研修における特色ある研修」を実施していると回答した団体は、都、

道府県３６団体（ ％ 、指定都市１１団体（ ％ 、(財)東北自治研修所の合計４８団76.6 84.6） ）

体（ ％）である。特別研修における特色ある研修の実施状況については表２０、各研修78.7
課程の概要については表２１のとおりである。

① 政策課題、地域課題に関する研修

当該団体の政策課題や地域課題について、研究討議、現地調査、報告書作成、研究成果の発

表等を行い、これを通じて職員の政策形成能力や課題解決能力の向上図ることをねらいとした

「政策課題、地域課題に関する研修」を実施している団体は、都道府県が１６団体、指定都市

が５団体、(財)東北自治研修所の計２２団体である。

研修の対象者を見ると、当該団体の職員以外の者も対象とするものとして 「複数の都道府、

」 、「 」 。県による合同研修 が２事例 都道府県職員と市町村職員との合同研修 が４事例であった

② 行政運営プロセス改善手法に関する研修

「目標による管理」の手法や事務事業評価など、行政運営プロセスの改善手法の修得をねら

いとした「行政運営プロセス改善手法に関する研修」については、行政サービスの向上に関す

るものとして「ＣＳ調査」や「行政広報士養成セミナー 、行政運営の改善手法に関するもの」

として「オフサイトミーティングコーディネーター養成研修」や「ＴＱＭ調査」など、独創的

な内容のものが多く見受けられた。

③ 女性職員の登用、職域拡大等の促進を図るための研修

「女性職員の登用、職域拡大等の促進を図るための研修」を特色ある研修として回答した事

例は、１２年度には指定都市の３事例のみであったが、今回の調査では、都道府県が５事例、

指定都市が１事例となって、都道府県における事例が増加している。具体的には、中堅の女性

職員を対象として、能力開発や指導力の向上を目指す研修が実施されている。

④ 住民・民間企業との合同・交流型の研修

「住民・民間企業との合同・交流型の研修」を特色ある研修として回答した都道府県１６団

、 、 、体のうちでは 課長補佐級以上を対象とする事例が半数を占め 民間企業職員とグループ討議

研究発表等を行う内容の研修が多かった。また、指定都市の４団体においては、地元住民を交

えたフィールドワークや民間企業職員、大学生とのグループワーク、ＮＰＯへの派遣など、特

徴的な内容の研修が実施されている。

⑤ ワークショップを用いた研修

住民との協働のあり方や住民参画の手法を学ぶために 「ワークショップ」の手法を用いて、

研修を実施している団体は、都道府県が８団体、指定都市が３団体である。このうち、３団体

では、ファシリテーター（まとめ役、議論を容易にする人）としての技術の修得に関する内容

の研修が実施されている。
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⑥ インタビュー、タウンウォッチングなどフィールドワーク型の研修

「 、 」 、インタビュー タウンウォッチングなどフィールドワーク型の研修 を実施しているのは

都道府県が２団体、指定都市が２団体である。このうち、指定都市の２団体は、住民を交えた

フィールドワークを実施している。

⑦ 社会福祉施設での介護補助など現場体験型の研修

「社会福祉施設での介護補助など現場体験型の研修」を実施している団体は、都道府県が５

団体、指定都市が１団体である。このうちには、部課長級の職員全員を対象にしたもの、新規

採用職員全員を対象にしたものが、それぞれ１事例あった。

⑧ 危機管理研修

今回の新規調査項目であるが、特色のある研修として回答したのは、都道府県のみ１０団体

であった。内容は、リスクマネジメントの概要に関するものが多く、自衛隊の協力を得て実施

する事例や、県民からのクレームへの対応に関する内容の研修もあった。

⑨ その他の特色ある研修

「その他の特色ある研修」を実施している事例は、都道府県が１２団体１９事例、指定都市

が３団体６事例であった。

表２０ 特別研修における特色ある研修の

実施状況

（単位：団体数、括弧内は課程数）

東北自治 １２年度
都道府県 指定都市 合 計

研 修 所 調 査

調査対象団体数 ４７ １３ １ ６１ ６０

特色ある研修を実施している団体数 ３６ １１ １ ４８ ５６
（ ） （ ） （ ）（ ）８７ ２４ （２） １１３ ２１８

政策課題、地域課題に関する研 １６ ５ １ ２２ ３２
（ ） （ ） （ ） （ ）修 １９ ５ （２） ２６ ４６

行政運営プロセス改善手法に関 ５ ２ ０ ７ ９
（ ） （ ） （ ） （ ）する研修 ６ ３ ９ １１

分 女性職員の登用、職域拡大等の ４ １ ０ ５ ２
（ ） （ ） （ ） （ ）促進を図るための研修 ５ １ ６ ３

野 住民・民間企業等との合同・交 １６ ４ ０ ２０ ２８
（ ） （ ） （ ） （ ）流型の研修 １６ ５ ２１ ３４

別 ワークショップを用いた研修 ８ ３ ０ １１ ７
（ ） （ ） （ ） （ ）８ ３ １１ ７

内 ２ ２ ０ ４ ３インタビュー、タウンウォッチン
（ ） （ ） （ ） （ ）グなどフィールドワーク型の研修 ３ ２ ５ ３

訳 社会福祉施設での介護補助など ５ １ ０ ６ ８
（ ） （ ） （ ） （ ）現場体験型の研修 ７ １ ８ ８

危機管理研修 １０ ０ ０ １０ 新規項目
（ ） （ ） （ ）１１ ０ １１

その他の特色ある研修 １２ ３ ０ １５ ２７
（ ） （ ） （ ） （ ）１９ ６ ２５ ６５
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表２１ 特別研修における特色ある研修の実施状況
１ 政策課題、地域課題に関する研修

都道府県・ 実 年間 一 回
指定都市の 施 研修課程名 研修対象者 内 容 等 受講 当り
名称 区 者数 日 数

分

福島県 ３ 政策形成トレーニン 係員（ただし少なくとも 地域のニーズに即し、かつ実際的な政策を提案でき １９ １９
グ講座 採用後４年以上経過して る能力を養成するため約１年かけて政策形成の考え

いる職員）以上係長職ま 方、地域ニーズの把握手法及び具体的な政策立案に
での職員 ついて研究する。

茨城県 ２ 政策形成データ活用 希望する職員（パソコン 政策課題に係る各種データをパソコン（主に １２ ３Excel
講座 ( )の操作がある程 の分析ツール）で分析したうえ、課題の解決策を企Excel

度できる人） 画書としてとりまとめる演習を行う。

群馬県 ３ 地域政策工房コース 所属推薦者 県、市町村職員が大学教授等の指導を受けながらゼ １５ １０
（公共施設等の有効 ミ形式で自治体の直面する政策課題について調査、
活用） 研究を行い政策提言を行う。

東京都 １ 政策課題研修 １主任､係長､課長補佐級 演習形式を中心に、一つのテーマから事象を深く掘 ２４ ６
２管理職候補者 り下げ、問題の本質を見つける力、討議によって解
３課長級昇任後１年以上 決策を考える力、自らの考えを論理的に組み立て、
の者 説明できる力などを養う。

神奈川県 １ 課題講座 県職員及び市町村職員 ゴーン革命 １５０ １
～日産自動車の組織、風土革命～

山梨県 １ 山梨・長野・岐阜三 山梨県職員 三県に共通する具体的な行政課題を研修テーマとし ２４ ３
県合同交流研修 長野県職員 て取り上げ、関係職員が一堂に会して研修を行うこ

岐阜県職員 とにより行政課題の解決能力を養成するとともに三
県職員間の継続的なネットワーク形成を図る。 年15
度テーマ「木質バイオマス発電の活用について考え
る」

長野県 ３ 政策形成セミナー 概ね３０歳前後、県職員 政策形成に関する基礎的知識と技法の修得、政策形 ３８ ９ ヶ
と市町村職員 成能力の向上（基調講義、グループ別研究、発表） 月

研修期間：６月から翌年２月

岐阜県 １ 四県共同政策研究 福井県職員 ４県協働で研究する相応しいテーマにつき、政策研 ２ ８ ヶ
岐阜県職員 究を行い施策提言等を行うことにより、広域的な視 月
三重県職員 点に立った政策形成能力の向上と人的ネットワーク
滋賀県職員 の形成を図る

愛知県 １ 政策研究セミナー 全職員 これからの県政を担う若手職員を対象に、特に高度 １８ ２０
な政策形成能力の向上を目指した政策提言型のセミ
ナーを実施する

京都府 １ 行政専門研修Ⅰ ３０～３５歳程度の主 グループ毎の政策課題に対して、フィールド調査や ２１ ２６
任、主事又は技師 データ分析を踏まえた政策提言を行うことにより、

政策形成能力の取得を図る。

大阪府 １ 政策提言サポートシ 政策自主研究グループの 大学等外部研究機関との共同研究を「政策提言サポ ４４ ３ 日
ステム共同研究 構成員 ートシステム共同研究」として実施。 以内

大阪府 １ 政策提言サポートシ 政策自主研究グループの 政策自主研究グループによる調査・研究の中間報告 ２５ １ ４
ステム調査研究 構成員 の結果、施策の実現に向け、海外調査が必要になる 日 以

場合にはその調査内容、必要性等について審査のう 内
え 「政策提言サポートシステム調査研究」との位置、
づけのもとに、海外等への派遣を行う。

兵庫県 ３ 政策形成実践研修 県：主査（地方機関の課 政策形成の概要やプロセスについて、約６ヶ月の期 １３ １２
長補佐を含む）以下の職 間にわたり、自治研修所での合宿研修や自発的な自
員 己研究を行うことにより政策立案能力の向上を目指
市町：管理監督職でない す。
職員（県の主査以下と同
等の職員）

和歌山県 １ 公共マーケティング 受講を希望する採用後６ ・調査活動の一連の流れと分析手法の活用方法を学 ４０ ２
研修 以上の職員で所属長の推 ぶ

。薦する者 ・公共政策に必要なマーケティング思考を修得する
公共政策に必要なマーケティング思考及びプロフ

ァイリングの講義後、実際に調査活動を疑似体験す
ることにより、調査活動の一連の流れと分析手法の
活用方法について体験学習する。
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都道府県・ 実 年間 一 回
指定都市の 施 研修課程名 研修対象者 内 容 等 受講 当り
名称 区 者数 日 数

分

和歌山県 １ ファシリテーター研 受講を希望する採用後６ ファシリテーターの意義及びワークショップのポイ ４０ ２
修 年目以上の職員で所属長 ントについての講義後 「参加のためのコミュニケー、

の推薦する者 ショントレーニング」のワークショップ、プログラ
ムづくりの演習、アクティビティシートの作成を行
い、最後に「今まちづくりに必要なものはなにか」
のワークショップを擬似的に体験する。

広島県 ３ ひろしまセミナー 県及び市町村の主任以 県、市町村と民間企業、ＮＰＯが共同で政策立案を ２４ ２
上、民間企業社員、ＮＰ 行う。
Ｏ関係者

広島県 ３ 地域課題共同研究職 希望職員 地域ブロックでテーマ（地域固有の課題）を持ち寄 ２４ ６
員 り、県、市町村（場合により民間含む）共同で政策

提言に向けた共同研究を行う。

長崎県 ３ 政策形成実務研修 入庁２～９年目の職員 所管領域の政策形成にチャレンジすることにより、 ６０ ２
実際の政策提案につなげるとともに、政策提案のま

。とめ方やプレゼンテーションのポイントを習得する

長崎県 ３ 政策討議研修（県・ 希望職員 県・市町村職員がタイムリーな課題を一緒に考え、 ３０ ２
市町村合同研修） 問題解決能力を身につける。また、グループ討議や

合意形成の方法を身につける。

大分県 １ 地域政策いきいきカ 主任・主査クラスから選 県政の中から研究テーマを選び、政策討議や意見交 １０ １０
レッジ 抜した職員 換、実例調査などにより、専任講師等の指導を受け

ながら、自主的に研究、交流し、実践的・専門的な
政策形成・政策法務能力を習得する。

札幌市 １ 政策課題研究 在籍３年以上の事務・技 基調講演、グループ研究活動を踏まえ、市の課題解 ２０ ６ ヶ
術職員及び消防吏員 決のための政策案を作成・発表する。 月間

( )時間外

35.5千葉市 １ 市政課題研究 監督者以下 外部講師による講義・フォローアップを含む約６ヶ １８
月におよぶ週一回の自主研究を行い、幅広い知識を
習得するとともに、政策形成能力・企画立案能力の
向上を図る。

横浜市 １ セミナー 局・区長～職員のうち希 市の事業の内容や仕組み・社会情勢等について共通 ６００ １Y-DASH
、 。（政策課題講座） 望者 理解を図るため 庁内外から講師を招き講義を行う

川崎市 １ 政策形成研修「政策 副主幹以下の職員で所属 かつて川崎市が取り組んだ重要な政策の「政策形成 ５ １０
過程の記憶をたど 長の推薦を受けた者 ・決定過程」を当時の関係者インタビュー、文献調
る」 査などを通じて追体験し、政策形成を再構成するこ

とにより、政策構造を理解する。

3.5神戸市 １ ＮＰＯ体験研修 係長級以下の職員 ＮＰＯ団体の活動を実体験し、ＮＰＯマネジメント ２０
や市民との協働について学ぶ。

２ 行政運営プロセス改善手法に関する研修

都道府県・ 実 年間 一 回
指定都市の 施 研修課程名 研修対象者 内 容 等 受講 当り
名称 区 者数 日 数

分

茨城県 １ 政策評価スキルアッ 所属長から推薦された職 自治体の政策評価の現状と課題に関する講義ののち ４０ ２、
プ講座 員 具体的事例を用いてグループ別に政策評価について

研究し発表までを行う。

岐阜県 １ 行政ナレッジマネジ 主査及び課長補佐級職員 組織における知識の創造と活用の手法であるナレッ ４０ ２
メント・マイスター ジマネジメント理論を修得し 「知恵の創造」を実践、
養成研修 できる人材を「行政ナレッジマネジメント・マイス

」 。［ ］ター として養成することを目的とした研修 講義
情場理論、知識創造理論［演習］民間事例ケースス
タディ、民間実践事例（企業）見学など

岐阜県 ３ 行政広報士養成セミ 政策担当の主査、課長補 「行政は広報なり」との認識のもと、２１世紀型の ６０ ５
ナー 佐級職員（市町村職員を 戦略的な広報を推進できる人材を「岐阜県行政広報

含む） 士」として養成することを目的とする ［講義］公共。
マーケティング、広報活動の効果について［演習］
企業研修、模擬記者会見など
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都道府県・ 実 年間 一 回
指定都市の 施 研修課程名 研修対象者 内 容 等 受講 当り
名称 区 者数 日 数

分

滋賀県 １ オフサイトミーティ 県職員 職階、部門を越えて自由で柔軟な発想に基づき議論 ２０ ４
ングコーディネータ し改革を実践できる職場風土を形成するための手法
ー養成研修、体験フ について、理解し実践につながるコーディネーター
ォロー研修 の養成を図る。オフサイトミーティング２日間、コ

ーディネーター体験振り返り研修２日間

徳島県 ２ 市町村政策評価研修 市町村職員 政策評価に関する基礎的事項を習得し、評価表の作 １０ ２
成を通して、政策形成能力及び説明能力の向上を図
る。

大分県 ３ 公共マーケティング 希望職員 マーケティング理論や手法の研修を受け、県と市町 ４０ ２
講座 村、住民との協働による地域政策の展開の重要性を

理解し、地方分権時代に即した政策形成能力の向上
を図る。

神戸市 １ 政策提案・業務改善 係長級以下の職員 ある行政テーマについて、問題解決の技法を使いつ １０ １１
提案研修 つ、調査・研究を行い、最終的に政策提案として発

表を行う。

福岡市 １ 実践・ＣＳ調査 主任等～管理者（課長） 職場単位の自主改善活動に取り組むにあたり、改善 ３６ １
級職員 活動を進める上で、具体的な手法の一つとしてＣＳ

調査（顧客満足度調査）を取り上げ、実践に役立つ
知識を習得する。

福岡市 １ 実践・ＴＱＭ調査 主任等～管理者（課長） 職場単位の自主改善運動に取り組むにあたり、改善 ３６ １
級職員 活動を進める上で、具体的な手法の一つとしてＴＱ

Ｍを取り上げ、ＱＣ活動の手順に基づく改善活動の
進め方を習得する。

３ 女性職員の登用、職域拡大等の促進を図るための研修

都道府県・ 実 年間 一 回
指定都市の 施 研修課程名 研修対象者 内 容 等 受講 当り
名称 区 者数 日 数

分

新潟県 １ 女性職員キャリアア 係長級の女性職員で３６ 女性職員の主体的なキャリア形成を支援し、より高 ４０ ２
ップ研修 歳以上（係長等に任用さ 度な業務に積極的に取り組む意欲を高める 「キャリ。

れた者を除く） アデザイン 「政策形成」ほかを学ぶ。」

大阪府 １ 女性職員キャリアサ 年度末年齢３０歳の女性 民間企業における女性の活躍や登用の状況などを知 １２０ １
ポート研修 職員他 ることにより、また同世代の女性との交流を深める

ことにより、若手女性職員のキャリア形成をサポー
トする。

広島県 ３ 女性職員政策形成セ 係長級、主任級の女性職 政策形成能力を中心とした行政能力の向上を図る。 ３０ ５
ミナー 員 ニューパブリック・マネジメント、ディベート、政

策形成ほかを学ぶ。

長崎県 １ 女性職員研修Ⅰ部 希望する女性職員 業務に関するノウハウやマネジメントに関する知識 ３０ １
を身につける。

長崎県 １ 女性職員研修Ⅱ部 希望する女性職員 県政全体を見渡す視点を身につけ、今後のキャリア ３０ １
プランについて考える。

広島市 １ 女性リーダー養成講 女性職員（主として中堅 最新の経済・社会動向に目を向け、幅広い視野から ３０ ２
座 職員及び係長級職員） 働く意義や価値を再認識し、仕事に対する姿勢を再

考して、リーダーとしての意識を身につけるととも
、 。に 指導力やコミュニケーション能力の向上を図る

４ 住民・民間企業等との合同・交流型の研修

都道府県・ 実 年間 一 回
指定都市の 施 研修課程名 研修対象者 内 容 等 受講 当り
名称 区 者数 日 数

分

青森県 １ リフレッシュあおも 県の課長級職員 県課長級職員と県内民間企業管理職にある者の意見 １８ ２
、 、りセミナー 交換を通じて 民間企業の経営感覚を学ぶとともに

県政の方向性を考える上での時代感覚を養う。
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都道府県・ 実 年間 一 回
指定都市の 施 研修課程名 研修対象者 内 容 等 受講 当り
名称 区 者数 日 数

分

山形県 １ ゆとり都交流セミナ 課長補佐級以上の県職員 県と民間企業職員が交流を図りながら「経営品質向 ３０ ２
ー２１ 管理職補佐以上の民間企 上プログラム」を学び、社会環境と住民ニーズの変

業職員 化に対応して自己革新が図れる組織体質づくりに向
けた経営管理能力の向上を図る。

千葉県 １ との交流体験 全職員 についての基礎知識の習得及び県内 の活 ２５ ５NPO NPO NPO
セミナー 動現場を体験し、 への理解を求める。NPO

埼玉県 ３ 民間企業に学ぶ 主幹級職員で、任命権者 民間企業の経営者・幹部職員と県・市町村職員が相 ４０ ２
から推薦された者 互に意見交換、交流を行うことにより、民間企業の

考え方、経営感覚を学び、意識改革を図る。

新潟県 １ 県・民間企業交流研 係長級以上の職員 民間企業社員と県職員とで共通テーマ（ リスクマネ ２０ ２「
修 ジメント ）を設定し、相互理解と共に視野拡大を図」

る。

石川県 ３ 協働によるまちづく 県職員、市町村職員、民 まちづくりの進め方、協働について、地域リソース ３０ ２
り戦略研修 間 の活用について

福井県 ３ 自治体・民間交流セ 県：参事級以上 豊かな地域づくりを進めるため 地域のリーダーは ２８ ２、 、
ミナー 市町村：課長級以上 どう発想し、どう行動すべきかについて、経営戦略

民間企業等管理監督職員 の立場から講義やグループ討議を行う。

岐阜県 ３ 岐阜エグゼクティブ 県幹部職員、市町村幹部 セッションを中心に進行。事前に配布されたテキス ２０ ２
セミナー 職員、民間企業幹部職員 トを読み込んだ上でセッションに臨み、モデレータ

ー（講師）の問いかけや整理に助けられながら、積
、 。極的に発言し 対話と議論を進めてゆく形式をとる

静岡県 １ 県・民間企業管理者 管理者 知事（県政概要 、講師（管理者の戦略）の講義と提 ３０ ２）
交流研修 示されたテーマでのグループ討議。

静岡県 １ 若手職員民間企業体 主任以下の職員 接客、販売、商品管理など一連の小売業体験を通じ ３０ ～5
1 0験研修 民間企業の効率的な業務運営や顧客に対するサービ

ス意識等を習得する。 日

兵庫県 ３ 自治体民間交流研修 民間企業等：概ね４０歳 顧客満足 経営品質等に関する知識を得るとともに ３２ ２、 、
以上 設定課題に関するグループ討議を行い、解決策を検
県：主査以上にある職員 討することで、新たなパートナーシップのあり方に
市町：概ね４０歳以上で ついて考える契機とする。
市町長の推薦する職員

鳥取県 ３ 民間交流セミナー 県、市町村及び民間企業 リスクマネジメントやリーダーシップ等に焦点を当 ２８ ２
の管理職員 て「マネジメント能力」を養成する。また、民間と

行政との合同研修を通じてそれぞれの発想を学ぶ。

徳島県 ３ 新マネジメント交流 県：課長補佐、 県・市町村・民間の３者での戦略的発想による政策 ３３ ２
セミナー 市町村：課長補佐相当 形成

職、民間：管理職

長崎県 ３ 経営シュミレーショ 希望職員 企業経営を経営の当事者として体験し、経営の仕組 １０ ２
ン研修（県・市町村 み、財務諸表の仕組み、マーケティングの考え方を
・企業合同研修） 学ぶ。

佐賀県 １ 民間と県・市町村の 本庁の課（室）長 民間のコスト意識や経営感覚を学ぶことにより、県 １０ １０
交流セミナー 職員及び市町村職員の意識改革を図るとともに、参

加者間の相互理解の促進、視野の拡大、柔軟な発想
力の養成及びネットワークの形成を図る。

大分県 ３ 問題発見・解決能力 希望職員 県 市町村 官民の研修参加者が①それぞれの立場から自由に意 ３０ ３（ 、 ）、
向上研修 企業は管理職社員 見を出し合う、②解決する方策をまとめる、③その

結果として官民双方の役割を理解するというプロセ
スを通して管理者に必要な高度の問題発見・解決能
力向上を図る。

鹿児島県 １ 民間企業との交流研 県職員・民間企業社員 県職員と民間企業社員が交流研修を通じて、お互い ２０ ５
修 の利点を学び合い、理解を深めるとともに、新しい

視点による政策提言を行う。

川崎市 １ 企業等合同研修 希望職員で所属長の推薦 市職員と企業社員、大学生が共に考え、学ぶことを ５ １０
を受けた者 通して、多様な価値観や発想を共有し、相互に意識

改革や視野の拡大を図ることなどを目的として、政
策についての研究活動を行う。
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都道府県・ 実 年間 一 回
指定都市の 施 研修課程名 研修対象者 内 容 等 受講 当り
名称 区 者数 日 数

分

名古屋市 １ ＮＰＯ派遣 職員 地元ＮＰＯ団体に職員を派遣し、団体の職員と同様 ８ ２１
の職務に就く。

京都市 １ パートナーシップ講 課長補佐級以下の職員 ワークショップ体験、地元住民を交えたフィールド ３０ ２
座 ワークを通じて市民参加の推進の必要性を理解し、

具体的手法を身につける。

北九州市 １ ジョイントセミナー 市及び市内企業の課長職 企業と市役所の相互理解と人的ネットワークの形成 ２１ ２
を目的とした、企業と市の課長職の合同研修

北九州市 １ ひまわり塾 係長職職員及び民間の若 民間企業等との共同学習を通じ、まちづくりに取り ３４ １２
手社員 組む気運の醸成と地域経営に関する意識の向上を図

るとともに、ヒューマンネットワークを形成する。

５ ワークショップを用いた研修

都道府県・ 実 年間 一 回
指定都市の 施 研修課程名 研修対象者 内 容 等 受講 当り
名称 区 者数 日 数

分

北海道 １ ・ボランティア 係長・主査（同相当職） ・ 、ボランティアの役割、機能と協働、事例報 ４０ ２NPO NPO
研修 一般職員 告・視察研修（ ボランティアの活動状況、意見NPO

） （ 、 、交換 ・ワークショップ グループワーク 課題研究
発表、まとめ）

福島県 ３ 住民協働ワークショ 主として課長補佐までの 住民参加を実現するためにワークショップ運営の基 ３０ ３
ップ講座 職員 本を実習をとおして学ぶ。

茨城県 １ 住民と行政との協働 所属長から推薦された職 住民と行政との協働のあり方に関する講義の他、県 ３５ ２
推進セミナー 員 内における取組状況の報告のなどを経たうえで住民

と行政との協働を推進するための手法、企画・運営
の方策等についてワークショップの実施を通じて学
ぶ。

長野県 ３ 地域マネジメントセ 公募 地域での行政との協働を進める人材の育成（講義、 ４０ ２
ミナー ワークショップ、プレゼンテーション、意見交換）

兵庫県 ３ わくわくワークショ 職務遂行上、住民参加型 行政の幅広い分野で積極的住民参加を促進し、参画 ５２ ３
ップ研修 行政手法に関する知識・ と協働の県政を推進していくため、住民の意見や能

技能を必要とする者 力を的確に「引き出し 「全体で分かち合い 「合意」 」
形成をはかって形にしていく （ファシリテート）手」
法を習得する。

和歌山県 １ ファシリテーター研 受講を希望する採用後６ ファシリテーターの意義及びワークショップのポイ ４０ ２
（再掲） 修 年目以上の職員で所属長 ントについての講義後 「参加のためのコミュニケー、

の推薦する者 ショントレーニング」のワークショップ、プログラ
ムづくりの演習、アクティビティシートの作成を行
い、最後に「今まちづくりに必要なものはなにか」
のワークショップを擬似的に体験する。

広島県 ２ 地域づくり支援研修 地域づくり、コミュニテ 地域づくり コミュニティのリーダーとの意見交換 ３０ ３、 、
ィ育成に関する職員 ワークショップ技法の演習

徳島県 ３ 住民との協働手法 県及び市町村職員 ワークショップの実施例及びワークショップ体験 １００ １
（ワークショップ）
養成講座

川崎市 １ スキルアップ研修 希望職員で所属長の推薦 ワークショップを運営するファシリテーターの企画 ２０ ６
「ワークショップ研 を受けた者 ・運営能力の向上を目的として、ワークショップの
修」 手法やファシリテーターの役割などについて、実際

のワークショップの企画・運営を通じて学ぶ。

京都市 １ パートナーシップ講 課長補佐級以下の職員 ワークショップ体験、地元住民を交えたフィールド ３０ ２
（再掲） 座 ワークを通じて市民参加の推進の必要性を理解し、

具体的手法を身につける。

大阪市 １ 係長パワーアップ講 受講を希望し、所属長が ①カウンセリングマインド講座②研修企画・実施技 ２６０ ２
座 推薦する係長級職員 法講座③政策形成能力講座④プレゼンテーション講

座⑤交渉能力向上講座⑥市民との双方向コミュニケ
ーション講座⑦交流分析による人間関係形成講座
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６ インタビュー、タウンウォッチング等フィールドワーク型の研修

都道府県・ 実 年間 一 回
指定都市の 施 研修課程名 研修対象者 内 容 等 受講 当り
名称 区 者数 日 数

分

滋賀県 ３ 自治体・ＮＰＯ協働 県職員、県内市町村職員 ＮＰＯの活動を実際に体験することを通じてＮＰＯ １８ ２３
セミナー の認識を深め、協働による政策立案や事業実施に必

要な能力を養う。集合研修：基調講義、成果発表会
等、班別研修：ＮＰＯ活動体験、政策研究サロン：
協働についての指導助言

兵庫県 ３ 政策形成実践研修 県：主査（地方機関の課 政策形成の概要やプロセスについて、約６ヶ月の期 １３ １２
（再掲） 長補佐を含む）以下の職 間にわたり、自治研修所での合宿研修や自発的な自

員 己研究を行うことにより政策立案能力の向上を目指
市町：管理監督職でない す。
職員（県の主査以下と同
等の職員）

兵庫県 ３ わくわくワークショ 職務遂行上、住民参加型 行政の幅広い分野で積極的住民参加を促進し、参画 ５２ ３
（再掲） ップ研修 行政手法に関する知識・ と協働の県政を推進していくため、住民の意見や能

技能を必要とする者 力を的確に「引き出し 「全体で分かち合い 「合意」 」
形成をはかって形にしていく （ファシリテート）手」
法を習得する。

川崎市 １ 政策形成研修「フィ 副主幹以下の職員で所属 地域を歩き、市民と共に課題を共有・発見し、整理 ５ １０
ールドワークで『ま 長の推薦を受けた者 しながら解決方法を導き出す体験型研修。
ち』を読み解く」

京都市 １ パートナーシップ講 課長補佐級以下の職員 ワークショップ体験、地元住民を交えたフィールド ３０ ２
（再掲） 座 ワークを通じて市民参加の推進の必要性を理解し、

具体的手法を身につける。

７ 社会福祉施設での介護補助等現場体験型の研修

都道府県・ 実 年間 一 回
指定都市の 施 研修課程名 研修対象者 内 容 等 受講 当り
名称 区 者数 日 数

分

埼玉県 １ 異業種体験研修 課・所長級の職員及びこ 警察署、福祉施設、廃棄物処理施設での業務を体験 ３２ ２
れに準ずる職位の職員 することにより、社会の現状や課題に対する認識を
で、任命権者から推薦さ 新たにし、視野の拡大を図る。警察署では、窓口業
れた者 務、交通取締り、当直など、福祉施設では、生活介

助、交流活動など、廃棄物処理施設では、廃棄パソ
コンの分解処理作業、資源ゴミの分別作業を行う。

長野県 １ 福祉施設等体験研修 部課長職員 福祉施設等で働き、県民と接することにより管理者 １７６ ３
としての現場感覚の醸成

長野県 １ 聴覚障害者とのコミ 希望者 手話の基本や聴覚障害者とのコミュニケーションの １２８ ４
ュニケーション研修 基本を修得（講義・実技）

大阪府 １ 福祉体験研修 主査級１年目の選択者他 特別養護老人ホームでの介護実習を通じて、公務員 ２０ ３
の原点としての福祉感覚を養うとともに、ボランテ
ィア精神の高揚を図る。

徳島県 １ 新規採用職員研修 新規採用者 社会福祉施設での介護補助など ９９ １
（後期）

京都市 １ ボランティアコーデ 課長補佐級以下の職員 ボランティア活動への認識を深め、ボランティアと ２０ ３
ィネーター講座 の協働を進めていくために必要なコーディネーター

としての知識、考え方を学ぶ。

８ 危機管理研修

都道府県・ 実 年間 一 回
指定都市の 施 研修課程名 研修対象者 内 容 等 受講 当り
名称 区 者数 日 数

分

宮城県 １ クレーム対応力講座 希望者 県民からの苦情やトラブル“クレーム”に適切に対 ３４ ２
応する技法とクレームの未然防止方策を学ぶ

東京都 １ 危機管理研修 課長級以上の職員 ①民間企業における不測の事態への対応②リスクマ ４０ ２
ネジメントへの取組
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都道府県・ 実 年間 一 回
指定都市の 施 研修課程名 研修対象者 内 容 等 受講 当り
名称 区 者数 日 数

分

新潟県 １ 県・民間企業交流研 係長級以上の職員 民間企業社員と県職員とで共通テーマ（ リスクマネ ２０ ２「
修 （再掲） ジメント ）を設定し、相互理解と共に視野拡大を図」

る。

静岡県 ２ 行政の危機管理講座 課長相当職以上の職員で 具体的な危機管理マニュアルを作成するポイントを ５０ ２
市町村長が推薦した者 理解するとともに不測事態に対する組織のマネジメ

ント能力の強化を図る

和歌山県 １ リスクマネジメント 課長補佐級の職員で所属 自治体を取り巻くリスクと最近の事例（企業・自治 ４０ ２
研修 長が推薦する者 体の事例）についての講義後、身近にあるリスクの

予知・予兆／リスクマネジメントとは？／クライシ
スマネジメントの動きについて、個人演習（ワーク
シート ・グループ討議・発表・コメントを行う。）

広島県 ３ 危機管理研修 課長級以上職員 自衛隊の応援を受けながら、シミュレーション形式 ４０ ３
の図上演習を行う。

岡山県 ３ リスクマネジメント 管理監督者の地位にある リスクマネジメントについての概要を学び、具体的 ４０ ２
講座 者 なテーマについてロールプレイングの手法を活用し

て学習した。

徳島県 ３ 危機管理講座 県及び市町村職員 防災に対する心構え及びマスコミ対応等 １００ １

長崎県 １ 危機管理研修 希望職員 危機管理に不可欠な、状況判断や情報収集・管理・ ５０ １
活用などの手法を理解する。

佐賀県 １ 接遇・クレーム対応 本庁の副課長及び出先機 職員が常に県民に親しまれる丁寧な応対ができるよ １３４ １
指導者研修 関の総務課長（又は相当 う、また、万が一、県民との間にトラブルが発生し

職） た場合にも適切な対応がとれるよう所属単位に職場
研修の指導者を養成する。

佐賀県 １ 危機管理 希望職員で所属長の推薦 平素の業務遂行における危険予知とリスク管理の概 ４５ ２
を得た者（一部階層別研 念を学び、危機管理施策推進のための手法を学ぶ。
修の選択科目も兼ねる）

９ その他の特色ある研修

都道府県・ 実 年間 一 回
指定都市の 施 研修課程名 研修対象者 内 容 等 受講 当り
名称 区 者数 日 数

分

宮城県 １ パソコン統計処理講 希望者 県民の意見を的確に把握し、分析するためのパソコ ３２ ２
座 ンを用いた統計処理の技能を習得する。

福島県 ３ 自治体経営講座 課長補佐以上の職員 自治体の組織マネジメント能力の向上を図る。 ３６ ２

群馬県 １ 英会話特別研修 ２９歳以下の県職員 英会話学習のきっかけとするため、ネイティブスピ ２００ ２
ーカーを講師として１クラス１０人程度のグループ
に分かれ実習を実施。

埼玉県 ３ 円卓研修 部・次長級職員（町村の 首長を直接サポートする立場にある自治体幹部職員 １０ １
課長級を含む） が、様々な行政課題について、行政運営の第一人者

と直接話し合い、他団体との意見交換を行うことに
より、これからの行政運営に必要な知識の習得や、
時代に即した行政課題に対応するための意識改革を
図ることを目的としている。

長野県 １ 徴税業務体験研修 新任課長補佐級 徴税業務の従事によるコスト意識、業務改善の意欲 １４０ ３
の向上（事前学習、体験）

福井県 ３ 政策科学講座 県・市町村職員 政策分析手法の習得を図ることにより、より合理性 ２０ ４
と説得力のある政策形成を行う基礎能力を養う。

福井県 ３ 行政コミュニケーシ 県・市町村講座 コミュニケーションに関する感性の醸成および行政 ５０ ２
ョン講座 内容を住民に分かりやすく伝える効果的手法の習得

を図ることにより、行政活動に必要な人間関係能力
を養う。
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都道府県・ 実 年間 一 回
指定都市の 施 研修課程名 研修対象者 内 容 等 受講 当り
名称 区 者数 日 数

分

愛知県 １ 国際化対応力養成研 英語：英検１～２級程度 国際博覧会の開催や中部国際空港の開港に伴い増加 １００ ４
修 の語学力がある者 が予想される国際交流に対応するとともに、国際博

、中国語・韓国語：簡単な 覧会開催時に各部局を訪問する賓客に対応するため
会話ができる者 英検１～２級程度の職員を中心に語学力アップと対

応能力の向上を図る

愛知県 １ 東海三県一市合同交 全職員 岐阜県 愛知県 東海三県一市の行政区域を超えた広域的な視点に立 ８ ３（ 、 、
流研修 三重県、名古屋市の職員 った政策形成能力の養成と人的ネットワークの形成

研修機関が推薦する職 を図る。１５年度テーマ「２１世紀型のイベント企
員） 画能力」

愛知県 １ ＮＰＯ体験研修 全職員 ＮＰＯと行政との望ましい関係を理解し、今後の業 １６ １３
務に生かすことのできる職員の育成する。併せて、
ＮＰＯとの相互理解を図る。

愛知県 １ 経営分析研修 全職員（企業会計につい 企業会計の意義と基本的な仕組みを理解するととも ５０ ４
て高度な知識を必要とす に、実際の財務諸表を通じて、決算書の見方や簡単
る者） な経営分析を修得する。併せて、独立行政法人制度

の目的と特徴を理解し、コスト意識の醸成を図る。

三重県 １ セルフエンパワメン 希望する職員 地方分権の本格化や組織のフラット化が進む中で、 ３０ ２
ト研修 自ら考え判断し業務を遂行していく職員が求められ

ている。この研修では、自らが本来持っている能力
や可能性を最大限発揮し、いきいきと主体的に取り
組めるようにすることを目的としている。

滋賀県 １ 育児休業者職場復帰 県職員 育児休業の円滑な職場復帰を図る 集合研修：講義 ３０ １。 、
研修 先輩職員との交流、通信教育研修：コースを選択し

希望受講

和歌山県 １ 住民との対話研修 受講を希望する職員で所 ・電話対応や窓口対応の基本を再検証してクレーム ４０ ２
属長の推薦する者 発生防止の心得や技術を学ぶ

・クレームの発生要因を解析しながらクレームの深
層心理を把握する
・演習（ロールプレイング）をとおしてクレームの
処理の心得や対処の技術を学ぶ

愛媛県 １ 研究・技術開発力向 研究職等技術系職員のう 斬新なアイデアを創出するための発想方法やニーズ ３０ ３
上講座 ち希望職員 に応じた技術開発の着眼点を学ぶことにより、研究

・技術開発における能力の向上を図る。

熊本県 １ 職場プランナー養成 新任の職場研修プランナ 外部講師を招き、職場研修プランナーへの目的の理 １５０ １
研修 ー 解と職場研修推進の意識付けの講演を実施する。

熊本県 １ 職場における接遇研 希望する職場 講師が職場を訪れ、接遇状況をチェックする「接遇 １００ １
修 診断」を実施するとともに、結果に基づく問題点の

指摘と改善のためのアドバイスを講義と実践を交え
た研修を行う。

熊本県 １ 新採トレーナー・リ 新規採用職員を受け入れ 新規採用職員の育成の重要性の意識付けと具体的指 １８０ １
ーダー研修 る直属の上司及び新採ト 導・助言方法等の講演を実施するともに、新採トレ

レーナー ーナー制度に関する内容、年間スケジュール等の説
明を行う。

宮崎県 １ キャリアデザイン 主査～係長 自分らしさを発見して 将来のキャリア 仕事生活 ２９ ２、 （ ）
の目標を描き、行動計画をつくることによって、キ
ャリアの実現に向けて主体的に行動していく職員と
なることをグループワークを中心に動機付ける。

宮崎県 １ コーチング技法 係長～課長 相手の自発的な行動や潜在能力を引き出すコミュニ ２８ ２
ケーション技法として注目を集めている「コーチン
」 。グ の技法を実習やロールプレイングを主体に学ぶ

千葉市 ３ 三市合同研修（千葉 関係局より推薦された職 近隣三市が合同研修を実施することにより、三市が １６ ２１
・市川・船橋） 員及び受講を希望する職 持つ力と情報をより意義のあるものとして有効活用

員 を図るとともに、組織力・人材力・地域力の向上を
目的とする。

千葉市 １ 時代を読む 関係局より推薦された職 社会・行政課題の変化を敏感に察知し、的確な行政 ７１ ２８
員及び受講を希望する職 運営を行っていくための幅広い視野と識見を養う。
員
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都道府県・ 実 年間 一 回
指定都市の 施 研修課程名 研修対象者 内 容 等 受講 当り
名称 区 者数 日 数

分

横浜市 １ 夜間自己啓発講座 希望する職員 夜間に職員の自己啓発支援の一環として講座を開設 ６００ ３ ～。
現在は、法律学入門、地方自治法、地方公務員法、 ５
行政法の４講座を開講

1.2横浜市 １ ステップアップ研修 課長以下の職員のうち希 希望制・選択制の研修として、交渉力、表現力・セ ５５６
（スキル編） 望者 ンスアップ等の講座を開設

名古屋市 １ 職場改革実践 若手職員及びその直属課 職場で直面している改善すべき事項について、係員 ３０ ３
長 と直属の課長で話し合い、改善に向けて実践してい

く。

名古屋市 １ 課題研究プロジェク 係長昇任選考合格者 Ｈ１４新任部長研修で出された「市長への提言」の １６ 約 ６
ト 中から４テーマについて、その実現へ向けて企画案 ヶ月

をまとめ、総合調整会議の場で発表し、施策化等を
目指す。

（注） 「実施区分」欄の番号の意義
［１］都道府県又は指定都市の職員を対象とするもの
［２］指定都市の職員を除く市町村職員のみを対象とするもの
［３］都道府県又は指定都市の職員と市町村職員を対象に合同で実施するもの

○ 特色ある研修のうち、政策課題に関する研修の成果を行政施策に活用した事例

都道府県・
指定都市の 研修課程名 政策課題テーマ 同研修の成果を行政施策に活用した事例
名称

愛知県 政策研究セミナー 愛知県産業観光立県の推 産業観光に関する情報発信について検討する
進

大規模災害を想定した危 支部組織のあり方について、検討に着手
機管理体制の整備

広域団体としての都道府 学識経験者による委員会及び庁内特別チームで、提言を参考に
県の役割と今後の姿 する

滋賀県 政策形成フォーラム ①青少年の育成に向けて 地方自治体がもつ重要課題について、各部局・市町村から研修
「淡海塾」 ②民間企業の と行 テーマを募集し、受講を希望する職員（県および市町村職員）NPO

政との役割の見直し が分担して政策研究を行うもの。
③学校週５日制－総合学 テーマを提出した部局は研修成果を政策立案の参考とする。
習に伴う との連携NPO
について

大分県 政策自主研究 県民の食における健康づ 旅館ホテル組合と連携して、県民はもとより観光客をも対象と
くりを推進 した「ヘルシーメニュー」の開発、展開に取り組み、県が推進

する「生涯健康県おおいた２１」のモデル的な取り組みとなっ
ている。

千葉市 市政課題研究 千葉市「花の大美術館」 ・各駅から徒歩圏内の公共施設へ、花のブロックを歩道に埋め
化プロジェクト～「花の 込み案内表示する。
都・ちば」を目指して～ ・ 花の都ちば」のＰＲのため花切手を発行する。「

・花にまつわる製品開発・起業化に対するインキュベーション
センターを設置する。
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１０ 特色ある研修の一部の概要及び実施要領等

「 」 （ 、 ）特別研修における特色ある研修 として回答のあった１１３事例 表２０ 表２１参照

のうち特に８事例について概要を示すと、次のとおりである。なお、これらの研修の実施要

領等は 「参考資料１」として掲載している。、

なお、この報告書に掲載したもの以外にも、様々な工夫を凝らして特色ある研修を実施し

ている事例が多く見受けられたが、紙面の都合上割愛せざるを得なかったことを付言してお

きたい。

○ 特色ある研修の概要

団 体 名 研 修 名（類型） 研 修 の 概 要 掲載頁

愛 知 県 東海三県一市合同交流研 東海三県一市の行政区域を超えた ６３

岐 阜 県 修 広域的な視点に立った政策形成能力

三 重 県 （政策課題、地域課題に の養成と人的ネットワークの形成を

名 古 屋 市 関する研修） 図る。グループワークを中心に事例

研究を進め、研究発表を行い、２１

世紀型のイベント企画能力等を備え

た人材の育成を図ろうとするもの。

川 崎 市 政策形成グループ研修 政 かつて川崎市が取り組んだ重要な ６５「

策過程の記憶をたどる」 政策の「政策形成・決定過程」を、

（政策課題、地域課題に 当時の関係者インタビュー、文献調

関する研修） 査などを通じて追体験し、政策形成

を再構成することにより、政策構造

を理解する。ケーススタディ手法を

用い、概念化能力、分析能力、コミ

ュニケーション能力を高め、政策形

成能力の向上を図ろうとするもの。

岐 阜 県 行政広報士養成セミナー 「行政は広報なり」との認識のも ６７

（行政運営プロセス改善 と、２１世紀型の戦略的な広報を推

「 」手法に関する研修） 進できる人材を 岐阜県行政広報士

として養成することを目的とする。

公共マーケティング、ナレッジマネ

ジメント等の講義と企業研修、模擬

記者会見などの演習を通じて広報士

。としての能力を高めようとするもの
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新 潟 県 女性職員キャリアアップ 「キャリアデザイン 「政策形成」 ６９」

研修 等の演習を通じて、女性職員の主体

（女性職員の登用、職域 的なキャリア形成を支援し、より高

拡大等の促進を図るため 度な業務に積極的に取り組む意欲を

の研修） 高めようとするもの。

山 形 県 ゆとり都交流セミナー２１ 県と民間企業の職員相互の交流を ７１

（住民・民間企業等との 図りながら 「経営品質向上プログ、

合同・交流型の研修） ラム」を学び、社会環境と住民ニー

ズの変化に対応して自己革新が図れ

る組織体質づくりに向けた経営管理

能力の向上を図ろうとするもの。

広 島 県 危機管理研修 自衛隊の協力を得ながら、大規模 ７４

（危機管理研修） 地震を想定した図上演習を実施し、

危険発生時における情報収集、判断

及び決断能力を養成するとともに、

危機管理意識の高揚を図ろうとする

もの。

滋 賀 県 育児休業者職場復帰研修 長期間の育児休業取得者を対象と ７７

その他の特色ある研修 して、より円滑な職場復帰のサポー（ ）

トと、男女共同参画社会の実現に向

け、それぞれの意識啓発の契機にし

ようとするもの。

名 古 屋 市 職場改革実践研修 職場で直面している改善すべき事 ８０

その他の特色ある研修 項について、係員と直属の課長で話（ ）

し合い、改善案を作成し、業務改善

に向けて取り組むようにするもの。
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１１ 法務能力向上研修の実施状況（表２２、表２３）

法務能力向上研修について、１２年度調査では 「特別研修における特色ある研修」の一、

項目として調査を行ったところであるが、今回の調査ではこれを特に調査項目として取り上

げ、より詳細な調査を行った。その結果は、表２２、表２３のとおりである。

調査結果を見てみると、特別研修において「法務能力向上研修」を実施しているのは、秋

田県を除く６０団体であり、１２年度の２８団体から急増している。また、課程数について

も、１２年度の４１課程から１３４課程へと増加しており、地方分権の進展に伴って、これ

まで以上に適切な法解釈や自治立法権の行使が求められる中、各地方公共団体においては、

法務能力向上研修の充実に力が注がれていることがうかがえる。

各研修課程の概要については 「表２３」のとおりであるが、条例立案等を行う演習を積、

極的に取り入れる研修が多く見られるなど、実務的・実践的な内容のものが目立つ。

表２２ 法務能力向上研修の実施状況

（単位：団体数、括弧内は課程数）

東北自治 １２年度
都道府県 指定都市 合 計

研 修 所 調 査

調査対象団体数 ４７ １３ １ ６１ ６０

４６ １３ １ ６０ ２８法務能力向上研修を実施している団体
（４１）数

条例立案 ２８ ８ １ ３７

要綱作成 ２ ２ ０ ４
研
修 条例研修 ２３ ４ １ ２８
の
内 事例判例研究 ２５ ５ ０ ３０
容

講義中心 ２３ ９ １ ３３

その他 ５ １ ０ ６

法制執務研修 １８ ４ ０ ２２ ４
（２２） （４） （０） （２６） （４）

分
政策法務研修 ３１ ７ １ ３９ ２１

野 （４０） （７） （１） （４８） （２２）

別 法制研修 １５ ７ ０ ２２ ８
（３５） （１２） （０） （４７） （１２）

内
政策形成能力向上研修のうち政 ７ ２ ０ ９ ２

訳 策法務を内容とする研修 （７） （２） （０） （９） （２）

その他の研修 ３ ０ ０ ３ １
（４） （０） （０） （４） （１）
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表２３ 法務能力向上研修の実施状況
１ 法制執務研修

実 年間 一回当たり日程等
都道府県 施 中心とする内容
・指定都 区 研修課程名 研修対象者 受講 時間
市の名称 分 日数

講義 演習 者数 講義 演習

北海道 ２ 法令実務 基礎 法令事務担当職員（原則 法令の用字・用語 法令立案の方式 ８０ ５ １２ ２０（ ）
実務経験２年未満） 条例規則概論 新規制定

法令立案の要領 等 研究討議

北海道 ２ 法令実務 上級 法令実務担当者（原則 法令審査の要領 法令立案 ５０ ５ ６ ２６（ ）
実務経験２年以上） 法令立案の方式 研究討議、判例研究

青森県 ３ 法制執務講座 全階層 立法形成論 条例の制定論 ５０ ３ １８
立法実体論 等 条例の改正論

茨城県 ２ 法制執務講座 一般職員 法制執務総論 条例起案、発表・講評 ８６ ３ ８ １０
事例研究

埼玉県 ２ 法制執務講師養 法制執務担当経験２年以 法制執務概論 条例の一部改正 ３０ ４ ６ １８
成研修 上で講師として素養を有 条例案の作成

する主任級以上の者 模擬講義実習 等

千葉県 １ 政策法務研修応 全職員 政策法務概論 水循環機能を考慮した １２ ９ ３９14.5
用コース 立法手法・立案 等 治水対策の推進をテー

マとした条例作成

岐阜県 ３ 政策法務セミナ 県職員（主事級から課長 政策法務概論Ⅰ 事例判例研究 ３０ ５ ７ ２２
ー 補佐級 市町村職員 主 政策法務概論Ⅱ）、 （

事級から課長補佐級） 政策立法の技術

静岡県 １ 政策法務講座 基 採用２年次～副主任 法学の基礎 法制執務の基本的問題 ４０ １ ４ ２（
礎編） 法制執務の基礎

滋賀県 １ パワーアップ研 県職員 地方分権時代の政策 条例や規則の制定・改 ２ ５ ８
修「政策法務能 法務 廃
力Ｂ」

大阪府 １ 法制執務研修 各部（室・局）で法規主 法制執務と地方自治 ７０ ３ １４
任その他条例・規則等の 関係法令の動向
制定・改廃等に従事して 法令の用字・用語
いる職員 法令の改正技術 等

島根県 ３ 法制執務基礎講 県職員、市町村職員 条例の基本形式 条例の改廃 ９６ ２ １３ ６
座 条例の改廃

法令用語 等

島根県 ３ 政策法務講座 県職員、市町村職員 政策法務とは、地方 事前質問（１８問の演 ２５ ２ １０ ４
分権時代における条 習問題 、ポイ捨て禁）
例論 等 止条例を考える

岡山県 １ 政策法務講座 条例・例規に携わる中堅 地方分権と自治立法 県立文化センターの設 ２５ ２ ７ ７
職員 権、法令文の表現、 置及び管理に関する条

一部改正の方式 等 例の立案

広島県 ２ 法制執務基礎研 希望職員 総論 条文の一部改正 １５０ ２ ６ ６
修 改正技術

山口県 １ 法制執務セミナ 県職員 条例・規則の性質・ 行政事務条例・給与条 １６ ２ １２ ６
ー 効力・形式等、条例 例等の改正条例案の作

・規則の立案技術 成 等

山口県 ２ 法制執務セミナ 市町村職員 法制執務について 法令用字、用語の使い ６０ ２ １２ ５
ーⅠ 条例規則の立案方式 方、改正文の作成

条例・規則概論 等

山口県 ２ 法制執務セミナ 市町村職員 法制執務について 新制定条例の起案審 ４０ ２ １２ ３
ーⅡ 条例規則の立法要領 査、一部改正条例の起

条例・規則概論 等 案実務

5.5 9.5香川県 ３ 法制執務講座 ステップアップⅠ・一般 法制執務の心構え 新規制定 ８０ ４
職員各研修対象者及び所 条例づくりの視点 一部改正
属長が推薦する者、市町 新規制定のテクニッ
長等が推薦する者 ク
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実 年間 一回当たり日程等
都道府県 施 中心とする内容
・指定都 区 研修課程名 研修対象者 受講 時間
市の名称 分 日数

講義 演習 者数 講義 演習

愛媛県 ３ 条例立案講座 初 県及び市町村の希望職員 政策法務の基礎知識 グループ演習 ３０ ３ ７ １１（ 、
級） 条例制定権の範囲と 成果発表

限界、裁判事例 等

長崎県 ３ 法制執務研修 入庁２～９年目の希望職 地方分権と自治立法 １２０ １ ７
員 権、法の仕組み、法

令等の構成・表現 等

16.5大分県 ３ 政策法務入門 希望職員 条例制定の限界と可 判例事例による簡易模 ４０ ４ ９
能性、条例で使いう 擬裁判
る行為・手法 等 条例案の作成 等

大分県 １ 地域政策いきい 主任・主査クラスから選 制度設計研究講座 研究課題に基づく自主 １０ １０ ２０ ４５
きカレッジ 抜した職員 政策の立案と立法 研究、現地調査及び先

政策の研究と形成 等 進地事例調査 等

鹿児島県 ３ 政策法務研修 希望職員 政策法務の必要性、 条例・規則等の立案 ４０ ４ ５11.15
条例・規則の立案や 成果発表・評価
制定の手法 等

仙台市 １ 条例・規則の作 希望職員 法令の解釈 ８０ １ ５
り方講座 制定の手続き

法令の作成 等

横浜市 １ 法制執務研修 法律の基礎知識を有して 法令の策定過程 法令要綱の作成 ６ １ ３ ４
いる職員 立法上の留意点 法令の制定改廃 等

制定改廃の方法 等

川崎市 １ 自治体法務セミ 希望職員 自治立法の形式選び 住民投票等を題材とし １７ １５ １５ １５
ナール「分権時 自治的法解釈 等 た演習問題

」代の自治体法務

京都市 １ 自治立法講座 課長補佐級以下の職員 条例・規則の一般的 他都市条例を参考にし ３０ ３ ７ １４
形式・立案の形式、 た、グループでの条例
法令の解釈と適用 等 立案演習

２ 政策法務研修

実 年間 一回当たり日程等
都道府県 施 中心とする内容
・指定都 区 研修課程名 研修対象者 受講 時間
市の名称 分 日数

講義 演習 者数 講義 演習

北海道 ３ 政策法務 基礎 一般職員、係長（北海道 自治体と裁判 条例事例研究 ５０ ５ ３４ １８（ ）
職員、市町村職員合同） 法令立案の要領

情報公開制度 等

北海道 ３ 政策法務 応用 政策法務（基礎）修了者 政策法務概論 条例立案演習 ３０ ７ ３５ １４（ ）
または大学法科卒業程度 政策立法の技術
の法令知識を有する一般
職員、係長 （北海道職
員、市町村職員合同）

青森県 ３ 政策法務研修 県の係長～班長級の職員 政策法務の概念 武蔵野市水道法事件判 ４０ ３ １８
及び市町村のこれに相当 自治体の法務責任 決の検証
する職員 政策法務の展開

宮城県 ２ 政策法務 監督者（主任主査～課長 自治体と条例制定権 ６０ ２ １２
補佐） 政策法務と自治体 等

福島県 ３ 政策法務講座 全職員 基礎的な法務知識 グループワーク １００ ２ ８2.5
＜基礎コース＞ 法令の解釈

法律と条例 等

福島県 ３ 政策法務講座 全職員 旧政策法務Ⅰ 政策法務を学ぼう グループワーク ４０ ２ ４ ６（「 」
＜応用コース＞ を修了した者、または同 法律・条例を使おう

程度の知識を有する者） 条例をつくろう 等
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実 年間 一回当たり日程等
都道府県 施 中心とする内容
・指定都 区 研修課程名 研修対象者 受講 時間
市の名称 分 日数

講義 演習 者数 講義 演習

20.5福島県 ３ 政策法務講座 全職員 旧政策法務Ⅰ 条例づくりの視点と グループワーク ４０ ５ ５（「 」
＜実践コース＞ を修了した者、または同 方法

程度の知識を有する者）

13.5茨城県 ３ 政策法務講座 一般職員 政策法務概論 事例研究 ４８ ３ ５

栃木県 １ 政策法務研修 係長級を目指す３４歳の 政策法務とは 未定 ３０ ２ ５ ９
職員 地方分権一括法

行政手続法

群馬県 １ 政策法務基礎コ 主任・副主幹・主幹 政策法務の考え方と 事例を設定し、条例調 ２００ ２ １２ ９
ース 条例制定権、条例づ 書を作成

くりの視点と手法 等

埼玉県 ３ 政策法務 県：採用２年目以降 政策法務とは ポイ捨て条例等を題材 １２０ ３ ９ １０
市町村：法務執務の基礎 解釈運用に係る課題 としたグループ討議
知識のある職員 政策立案と法形式 等

千葉県 １ 政策法務研修基 全職員 政策法務の概念 東京都外形標準課税を ２４ ３ ９ ９
礎コース 立法手法 題材とした演習、要綱

実践的な政策法務 等 作成 等

東京都 １ 政策法務研修 主任・係長級 政策法務の意義・範 判例研究 ６０ ６ １２ ２４
囲
条例づくり

15.5新潟県 １ 政策法務研修 法務の基礎的知識や実務 政策法務概論 条例立案演習 ３０ ４ ２７
経験を有する職員 法制執務概論

条例の分析・作り方

新潟県 １ 専門研修「政策 法務の基礎的知識や実務 ゲスト講義 条例案作成 ２５ ８ ２４ １２
法務研究会」 経験を有する職員で、法 論点整理

的な専門能力の発揮が期 研究発表、討議
待される者

3.5 9.5富山県 ３ 政策法務研修 主事、技師 政策法務概論 条例（案）を示し、不 ３８ ２
立法技術 適切・不適当な部分の

検討・修正

石川県 ３ 政策法務立法能 県・市町村職員 自治体の法務 条例・規則立案 ２０ ３ ７ １４
力向上研修 法令等のプロセス 等 公示・訓令立案

福井県 ３ 政策法務講座Ⅰ 県・市町村職員 条例・規則等の立案 ３０ １ ６
・改正 等

福井県 ３ 政策法務講座Ⅱ 県・市町村職員 法令の解釈及び条例 事例研究演習 ４０ ２ ６ ６
等の立案

山梨県 １ 政策法務講座 入 全職員 政策法務とは、法治 ５０ ２ １２（
門コース） 主義の原理的理解と

その変容 等

山梨県 １ 政策法務講座 一 全職員（政策法務入門コ 政策法務と住民の合 事例研究 ５０ ２ ７ ５（
般コース） ース修了者または同等の 意形成 等

知識を有する者）

山梨県 １ 政策法務講座 応 全職員（政策法務入門コ 法律・条例による私 産業廃棄物処分場設置 ５０ ２ ７ ５（
用コース） ース・一般コース修了者 権の制限の基本概念 に係る判例研究、徳島、

または同等の知識を有す 分権改革後の条例論 公安条例事件に係る法
る者） 律・条例関係の検討等

長野県 １ 主任級課程政策 主任級、希望者 法（条例）の機能、 住民自治に関する条 ３０７ １ ３ １
法務研修 条例制定のシステム 例、行政評価に関する

づくり 等 条例等の研究

岐阜県 １ 法制執務セミナ 主任級 地方分権と自治立法 条例・規則の立案（新 ５０ ２ ６6.5
ー 権、法の仕組み、一 規作成、一部改正）

部改正の原理 等



- 46 -

実 年間 一回当たり日程等
都道府県 施 中心とする内容
・指定都 区 研修課程名 研修対象者 受講 時間
市の名称 分 日数

講義 演習 者数 講義 演習

静岡県 ３ 政策法務講座 法 県：採用２年次～副主任 自治体の政策形成・ パチンコ店建築規制条 ８０ ３ ８ １１（
理論編） 市町村：行政法基礎知識 行政執行過程と法、 例・自治基本条例等の

のある者 自治立法権の活用 等 研究 等

愛知県 １ 政策法務研修 行政法の知識を有する主 概論 条例事例研究 ＮＰＯ条例をテーマと １２ ６ １０ ３２、 、
査級以下の職員 権の条例事例、条例 したグループワーク

の作り方と過程 等 （条例立案）

三重県 １ 政策法務研修 基 県職員 政策法務の意義 各自治体のパブリック ２６ ２ １０ ４（
礎） 自治体職員に必要不 コメントに対する検討

可欠な法知識 等 ・発表

6.5 6.5三重県 １ 政策法務研修 実 県職員 政策法務の基礎知識 ５つのグループ演習に ４３ ２（ 、
、 、務） 市町村職員 政策案のポイント、 よる条例づくり 討議

立法手段の解説 等 発表

滋賀県 １ パワーアップ研 県職員 政策実現に向けた法 具体的な制度設計演習 ４３ ４ １２ １４
修「政策法務能 務のあり方
力Ａ」

大阪府 １ 政策法務研修 入 主査級昇任者で選択者 政策法務の意義 ４０ １ ７（
門） 主事・技師級研修Ⅲ対象 条例制定権の意義と

者で選択者 限界 等

17.5大阪府 １ 政策法務研修 応 課長補佐級及び主査級昇 政策法務に係る基礎 判例・条例研究 ４０ ４（
用） 任者で選択者、部（局・ 講義 条例立案研究

室）長が推薦する者

16.5兵庫県 ３ 政策法務研修 実 条例作成に携わる職員等 政策法務の必要性 パチンコ店規制条例、 ４ ９（
務コース） 条例制定権 景観訴訟等の研究

立案過程・審査 等

兵庫県 ３ 政策法務研修 基 職務遂行上政策法務の基 条例制定権の範囲と パチンコ店規制条例、 ２ ６（ 6.5
礎） 礎知識を必要とする者 限界、政策実現手段 景観訴訟等の研究

としての条例効果 等

鳥取県 ３ 政策法務講座 一 課長補佐級以下の職員 法律と条例、権力的 行政法の根幹に関する ９ ３ １５ ５（
般コース） 規制の具体的仕組み 事項のケース問題

の決定、執行方法 等

広島県 ３ 政策法務研修 希望職員 他自治体の事例研究 ８０ ３ ８9.5

徳島県 ３ 政策法務講座 県及び市町村職員 法律用語 政策課題から条例案を ４０ ４ ２５ ２２
概論 作成、条例案の審査及
立案方式 びブラッシュアップ等

福岡県 １ 政策法務 全職員 地方分権一括法 グループ討議による条 ３０ ５ ３０ １８
自治体政策の立法化 例案の作成、発表
行政手続法 等

佐賀県 １ 政策法務 希望職員で所属長の推薦 地方分権と政策法務 行政法・条例事例研究 ３４ ２
を得た者（一部階層別研 条例のつくり方 政策課題研究
修の選択科目も兼ねる） 政策課題研究 等

長崎県 ３ 政策法務入門研 入庁２～９年目の希望職 法制執務・法制執務 実例に基づいたグルー １２０ ２ １１ ３
修 員 基礎知識、一部改正 プ討議演習

の原理・方式 等

長崎県 ３ 政策法務実務研 入庁２～９年目の希望職 例規立案の留意点 条例立案の実習 ３０ ２ ７ ７
修 員 グループ別発表・講評

熊本県 １ チャレンジ研修 全職員 法とは何か 模擬条例案の作成 等 ４０ ２ ７ ７
（政策法務） 法政策学入門（法制

度設計の技法） 等

宮崎県 １ 政策法務 主任主事・主任技師～主 条例適法性テスト基 地方自治の本旨に係る ３７ ２ １０ ３
査 準、権限抑制的執行 演習問題等

過程の改善 等

沖縄県 １ 政策法務研修 希望職員 法の適用と解釈 各地の自主条例研究 ３８ ２ ６ ８
条例で取りうる手段
法律と条令の関係 等
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実 年間 一回当たり日程等
都道府県 施 中心とする内容
・指定都 区 研修課程名 研修対象者 受講 時間
市の名称 分 日数

講義 演習 者数 講義 演習

札幌市 ３ 政策法務研修 課長以下の職員 政策法務概論 自治基本条例、政策評 ２０ ５ １０ ２６
立法手法の解説 価条例等をテーマとす
政策案のポイント る政策立法案の作成

さいたま １ 法務能力養成研 各局及び各区の総務課職 法務能力と仕事の仕 条例評価 ３０ ３ ７ １４
市 修 員 方、自治立法の活用 条例立案

方法 等

名古屋市 １ 政策法務 係長昇任選考合格者 地方分権改革、政策 先行事例の研究を中心 ３０ ２ １２ ３
法務と計画行政、政 としたグループ討議等
策の評価と見直し 等

京都市 １ 政策法務演習 課長補佐級以下の職員 政策法学と自治条例 市民オンブズマン条例 ３０ ７ ７ ３５、
法律・条例の設計の ・大規模小売店舗立地
手順 等 規制条例の検討 等

大阪市 １ 都市行政講座 政 係長級以下の職員で所属 政策自治体と政策法 特定の政策課題をテー ２３ １０ ２４ ３６（
策法務） 長が推薦する者（新規採 務、分権時代の条例 マとした条例案の企画

用１年目の職員は除く） 論 等 提案書作成演習

広島市 １ 政策法務講座 中堅職員及び係長級職員 条例立案の留意点 条例案の作成 等 ４８ ２ ７ ７
実例の紹介

３ 法制研修

実 年間 一回当たり日程等
都道府県 施 中心とする内容
・指定都 区 研修課程名 研修対象者 受講 時間
市の名称 分 日数

講義 演習 者数 講義 演習

北海道 ２ 法制（基礎） 原則２５歳以上３９歳 行政法・民法 課題研究 ３００ １０ ４６ ６
以下の一般職員、係長 地方自治制度 等 判例研究

北海道 ２ 法制（上級） 法制（基礎）研修修了者 自治立法と法解釈 条例事例研究 ６０ ５ １７ １６
行政訴訟の動向 等 判例研究

宮城県 ３ 民法入門講座 希望者 序論、契約法、金融 ３４ １０ ６０
法、不動産法、損害
賠償法、家族法

宮城県 ３ 行政法入門講座 希望者 行政法の基本原理 ２２ １０ ６０
行政組織法、行政作
用法、行政救済法 等

山形県 １ 自治体法務入門 係長級昇任者 県行政をめぐる合法 ２３９ １ ３
希望者 解釈の備え 等

茨城県 ２ 行政法講座 一般職員 序論、行政の活動形 先進地の条例等研究 ３４ ５ ９19.5
式、行政手続法、行 グループ討議
政裁量、行政強制 等 発表・講評

28.5茨城県 ２ 民法講座 一般職員 民法総論 等 ５３ ５

埼玉県 １ 法律の基礎 採用後２年目以降の職員 憲法 民法 行政法 ３００ ４ ２６、 、 、
地方自治法の概要

埼玉県 ３ 分権時代の自治 県職員、市町村職員 自治体をめぐる憲法 グループ討議 ２００ ４ ７18.5
体と法 と民・刑事法及び行

政法規について 等

神奈川県 ３ 法学概論 個人別研修計画、階層別 人間社会とルールと １５０ ２ １３
研修で受講が決定した職 法、公権力と法、憲
員等 法、自治体行政と法

19.5神奈川県 １ 地方自治法研修 個人別研修計画、階層別 憲法と地方自治 ７７ ３
研修で受講が決定した職 自治立法と自治事務
員等 をめぐる諸問題 等
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実 年間 一回当たり日程等
都道府県 施 中心とする内容
・指定都 区 研修課程名 研修対象者 受講 時間
市の名称 分 日数

講義 演習 者数 講義 演習

19.5神奈川県 ３ 民法研修 個人別研修計画、階層別 民法概説、法律行為 ２５０ ３
研修で受講が決定した職 と契約、不法行為、
員等 物権変動 等

19.5神奈川県 ３ 自治体と法 個人別研修計画、階層別 行政法概論、情報公 １６９ ３
研修で受講が決定した職 開と行政手続き、行
員等 政訴訟と国家賠償 等

25.5 5.5新潟県 ３ 法律基礎研修 自 主として初・中級採用の 地方分権と法政執務 基礎的な法的知識 ９０ ４（
治体法務入門） 職員 法令の動き 等 民法の基礎知識

滋賀県 １ パワーアップ研 県職員 基本的法知識 行政手続、情報公開、 ２ ８ ５
修「自治体法務 行政訴訟等にかかる演
能力」 習

滋賀県 １ パワーアップ研 県職員 改正地方自治法の解 ２ １３
修 地方自治法 釈と運用等「 」

大阪府 １ 民法研修（総則 主査級昇任者で選択者、 民法の基本的対立利 ４０ ４ １６
・物権・債権） 主事・技師級研修Ⅲの対 益、契約、債権、物

象者で選択者他 権変動と対抗要件 等

大阪府 １ 行政法研修 主査級昇任者で選択者、 行政組織法、行政作 ４０ ４ １６
主事・技師級研修Ⅲの対 用法、行政救済法
象者で選択者他 等

大阪府 １ 地方自治法研修 主査級昇任者で選択者、 地方自治と地方公共 ４０ ４ １６
主事・技師級研修Ⅲの対 団体、地方公共団体
象者で選択者他 の組織・活動・財政

19.5和歌山県 １ 民法基礎講座 受講を希望する職員で所 民法の体系・構成 ４０ ３
属長から推薦された者 総則～相続

和歌山県 １ 民法演習 受講を希望する職員で所 「 重要判例解説」 ４０ ２ １３H14
属長から推薦された者 を中心とした判例演習

和歌山県 １ 行政基礎講座 受講を希望する職員で所 行政作用法 ４０ ２ １３
属長から推薦された者 行政救済法 等

鳥取県 ３ 政策法務講座 入 課長補佐級以下の職員 政策法務とは、法令 法令実務の確認テスト ３２ １ ６ １（
門コース） 等の生成循環過程、

案文の作成 等

17.島根県 ３ 地方自治法講座 県職員、市町村職員 憲法と地方自治の保 単元毎の演習問題 １５ ３
障、住民及び住民の （４３問）
権利 等

島根県 ３ 地方公務員法講 県職員、市町村職員 地方公務員の地位と 単元毎の演習問題
座 法の適用関係、人事 （８３問） ６０ ２ １

機関と任用、離職 等

島根県 ３ 行政法演習 県職員、市町村職員 条例 規則・行政契約 ８ ３ １９、 、
情報公開、第三セクタ
ー、行政裁量 等

島根県 ３ 民法基礎講座 県職員、市町村職員 基礎的知識 練習問題（１５問） １００ ３ １ ５
債権（総則・契約）

島根県 ３ 民法演習 県職員、市町村職員 権利の濫用、売買契約 １７ ３ ２１
の効力、過労自殺と使
用者責任 等

広島県 ２ 民法基礎研修 希望職員 総則、物権法、債権 条文解説 ４０ ３ ８9.5
法、親族・相続法 実例研究

香川県 ３ 自治体法務基礎 ステップアップⅠ・一般 地方自治法の基礎 ８０ ４ ３０
講座 職員各研修対象者及び所 行政法の基礎

属長が推薦する者、市町 民法（財産法）入門
長等が推薦する者
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実 年間 一回当たり日程等
都道府県 施 中心とする内容
・指定都 区 研修課程名 研修対象者 受講 時間
市の名称 分 日数

講義 演習 者数 講義 演習

22.5香川県 ３ 自治体法務専門 副主幹・主任・ステップ 行政法一般 ８０ ３
講座 アップⅠ・Ⅱ・一般職員 行政行為論

の各研修対象者及び所属 行政手続
長が推薦する者、市町長 行政救済
等が推薦する者 事例研究

香川県 ３ 自治体法務専門 副主幹・主任・ステップ 民法（財産法） ８０ ４ ３０
講座（民法） アップⅠ・Ⅱ・一般職員 民法（財産法）に関

の各研修対象者及び所属 する諸問題
長が推薦する者、市町長
等が推薦する者

7.5香川県 ３ 自治体法務実践 所属長が推薦する者、市 最近の行政事件訴訟 ４０ １
講座 町長等が推薦する者 等の視点から見た地

方公務員の心構え 等

佐賀県 １ 民法 希望職員で所属長の推薦 総則、物権法、契約 判例事例に基づく演習 ４４ ２ １３
を得た者（一部階層別研 法、不法行為法、民
修の選択科目も兼ねる） 法の展望

佐賀県 １ 地方自治法 希望職員で所属長の推薦 政府間関係と地方分 県民投票条例を題材と ４０ ２ １３
を得た者（一部階層別研 権一括法、地方政府 した演習
修の選択科目も兼ねる） のガヴァナンス 等

札幌市 ３ 法務基礎研修 課長以下の職員 自治体法務入門 第 グループ演習 ３６ ２ ４「 （ 12.5
２版）／木佐茂男編
著」に沿った講義

仙台市 １ 民法講座 希望職員 不法行為、契約、売 ５０ ３ ２０．５
買、消費貸借、賃貸
借 等

仙台市 １ 行政法講座入門 希望職員 行政法の基本原理 ５０ ２ １３．５
編 行政作用法

行政救済法

仙台市 １ 行政法講座事例 希望職員 判例に題材をとった事 ３０ ３ ２０．５
編 例研究

千葉市 １ 法制入門研修 希望職員 行政手続法 自動販売機の屋外設置 ２３ ３ ４17.5
条例・規則等の作成 規制についての条例立
国家賠償法 等 案演習

名古屋市 １ 文書・法務基礎 採用３年目の行政職員 地方自治の基本理解 １００ ２ １５
、研修 と政策法務の必要性

政策立案法的側面 等

神戸市 １ 時間外講座 全職員 地方自治法 ４２８ １６ ３２
地方公務員法
行政法 等

北九州市 １ 法制研修 ２５～４５歳の一般職員 地方分権時代に求め グループ及び個人での ２０ １０ ６４ ２９
及び係長 られる自治体職員の 条例案の作成

あり方 等

北九州市 １ 政策法務研修 一般職員、係長 環境に関連する紛争 住民訴訟の諸問題に係 ３０ ４ ２８ １６
と法、街づくりに関 る演習
連する紛争と法 等

北九州市 １ 自治体法務研修 一般職員 地方分権による自治 簡易模擬裁判 等 ２０ １０ ２２ ２
立法の重要性、法の
解釈・運用 等

福岡市 １ 法学入門 全職員 法学概論 憲法・地方自治法等に ２６ ３ １２ ９
憲法 関する演習問題
地方自治法

福岡市 １ 行政法入門 全職員 行政立法 行政計画 行政行為等に係る課題 ４ ２２ ６、 、
行政手続 行政行為 についてのグループ討、 、
行政指導 等 議 等
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４ 政策形成能力向上研修のうち、政策法務を内容とする研修

実 年間 一回当たり日程等
都道府県 施 中心とする内容
・指定都 区 研修課程名 研修対象者 受講 時間
市の名称 分 日数

講義 演習 者数 講義 演習

岩手県 ３ 政策法務研修 希望する職員 自治体政策と条例 判例研究 ８０ ２ １０ ２
参加と条例 等

静岡県 １ 政策法務講座 実 採用２年次～副主任 政策法務の意義 制度創設事例の検討 ４０ ２ ６ ６（
務応用編） 地方自治体の政策構 新しい制度の基本構想

築・法規事務 等 の作成 等

京都府 １ 政策法務セミナ 原則として主任以上で、 政策法務等の意義 グループ研究（パチン １５ ３ １３20.25
ー 職務上、法務の知識を必 規制行政と給付行政 コ店規制条例 、個人）

要とする職員 の比較検討 等 研究（安全なまちづく
り条例等）

3.5奈良県 １ 一般職員レベル ３３歳以上３９歳以下の 立法事実の存在 市税滞納者名公表条例 ３ １ ３
３ 職員 憲法と条例の関係 等のグループ研究
政策形成研修 法律と条例の関係 等

山口県 ３ 政策法務セミナ 法制執務に基礎知識を有 分権改革と法務、法 奈良県ため池条例事 ４４ ２ １２ ８
ー する県及び市町村職員 の適用と解釈、判例 件、大牟田市電気税訴

解説 等 訟等の判例研究

香川県 ３ 政策法務入門講 ＧＬ候補者・副主幹・主 地方分権と自治体の ４０ ２ １５
座 任・ステップアップⅡの 事務、条例適法性の

各研修対象者及び所属長 基準、自治体政策法
が推薦する者、市町の係 務の基本理念、事例
長級（主査等）研修対象 研究 等
者及び市町長等が推薦す
る者

高知県 １ 政策法務 基礎 全職員 政策法務とは、政策 条例づくりの基礎 ３０ ２ １０ ４（ ）
法務と住民参加、文 条例の体裁と内容
化政策と政策法務 等

仙台市 政策法務講座 希望職員 条例と法律文体との ５０ ２ １３．５
、 、リンク 条例と要綱

権利義務と条例 等

千葉市 １ 政策法務研修 新任の局主管課総務係長 地方分権一括法と政 子ども権利条例等をテ １７ ４ １９8.5
及び希望職員 策法務、政策法務の ーマとした条例立案演

中味 等 習

５ その他の研修

実 年間 一回当たり日程等
都道府県 施 中心とする内容
・指定都 区 研修課程名 研修対象者 受講 時間
市の名称 分 日数

講義 演習 者数 講義 演習

大阪府 １ 法務能力基礎研 主事・技師級研修Ⅱの対 自治体法務の重要性 ４５ ２ １４
修 象者、部（室・局）長が 行政訴訟・争訟

推薦する者 個人情報の保護 等

島根県 ３ 自治体法務講座 県職員、市町村職員 地方自治と自治体法 ４５ ３ ２１
務、自治体職員に求
められる法務能力 等

島根県 ３ 自治体争訟講座 県職員、市町村職員 民事訴訟 判例研究 ２２ ３ ９ １０
行政事件訴訟
行政不服申し立て 等

（注） 「実施区分」欄の番号の意義
［１］都道府県又は指定都市の職員を対象とするもの
［２］指定都市の職員を除く市町村職員のみを対象とするもの
［３］都道府県又は指定都市の職員と市町村職員を対象に合同で実施するもの
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新規調査項目】１２ コンピテンシーに着目した研修の実施状況（表２４）【

コンピテンシー（仕事に求められる成果をあげるための行動能力、あるいは成果をコンス

タントに生み出す過程で顕在化する能力）に着目した研修の実施状況について、調査を行っ

た。その結果は、表２４のとおりである。

「コンピテンシーに着目した研修」を行っていると回答したのは、栃木県、岐阜県、三重

県、鳥取県、高知県及び大分県の６団体であった。また、すべての団体が、職員の能力開発

（ ） 、 、キャリアアップ に繋げることを研修の目的としていたが その具体的な内容については

求められる人物像や能力を明確にしたうえで、自己の能力を分析し、今後の目標及びビジョ

ンの設定を行うというものがほとんどであった。

表２４ コンピテンシーに着目した研修

（単位：団体数）

東北自治
都道府県 指定都市 合 計

研 修 所

調査対象団体数 ４７ １３ １ ６１

６ ０ ０ ６コンピテンシーに着目した研修を実施し
ている団体数

実 団体が直営で実施 １ － － １
施
主 民間企業等に委託 ５ － － ５
体

その他 ０ － － ０

評価スキルを修得させることを目 ０ － － ０
的とする研修

目
コンピテンシーギャップを理解さ ６ － － ６

的 せ、キャリアアッフﾟに繋げるこ
とを目的とした研修

別
コンピテンシー理論を研修成果の ０ － － ０

内 測定に活用する研修

訳 その他の目的 ０ － － ０
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新規調査項目】１３ 研修事業の外部委託の状況（表２５）【

研修事業の外部委託の状況について調査を行った。その結果は、表２５のとおりである。

研修事業の全部委託を行っているのは、岐阜県、岡山県及び長崎県の３団体であり、(財)

東北自治研修所を含む１７団体が研修事業の一部委託を行っている。

外部委託を行っている団体が、そのメリットとして挙げているのは、民間研修機関が有す

る豊富なノウハウやネットワークを生かし、専門的で多様な研修が可能になるということが

、 。多く 職員がルーチン業務から開放されて研修企画業務に専念できるという意見も見られた

一方、外部委託のデメリットとしては、これまで培ってきたノウハウや独自性の喪失を懸

念する意見や、委託先との意思疎通等に時間がかかるといった問題が挙げられている。

経費面については、外部委託により経費削減を図ることができたとする団体がある一方、

割高になっているとする団体も見られ、意見が分かれている。

また、平成１６年度には、８団体が研修事業の外部委託を行う予定と回答しているが（表

２９参照 、このうち全部委託を行う予定と回答したのは、千葉県及び静岡県である。一部）

委託を行う予定と回答した６団体のうち、現在も一部委託を行っているのは３団体であり、

予定どおり委託が行われるならば、平成１５年度の状況と合わせると、２５団体が研修事業

の外部委託（一部委託を含む ）を行うこととなる。。

なお、研修事業の全部委託の事例として長崎県の状況に関する資料を「参考資料２」に、

また、一部委託の事例として大阪府の状況に関する資料を「参考資料３」にそれぞれ掲載し

ている。

表２５ 研修事業の外部委託の状況

（単位：団体数）

東北自治
都道府県 指定都市 合 計

研 修 所

調査対象団体数 ４７ １３ １ ６１

委託している団体数

全部委託している団体数 ３ ０ ０ ３

一部委託している団体数 １１ ５ １ １７

現状のまま（外部委託を行う） １２ ３ １ １６

今 さらに推進する ２ １ ０ ３
後
の 成果を見極め検討する １０ ５ ０ １５
予
定 新たに外部委託する ４ ０ ０ ４

外部委託は行わない ２０ ４ ０ ２４
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新規調査項目】１４ 研修事業に係る外部との連携の状況（表２６）【

研修事業に係る外部との連携の状況について調査を行った。その結果は、表２６のとおり

である。

連携先については、民間企業や大学が多いが、シンクタンクを挙げる団体もあった。

連携内容については、地域の課題をテーマに、討議を通じて相互理解と啓発を図るといっ

たものや、大学院の講座に職員が参加している事例等が見受けられた。

外部との連携のメリットとしては、多様な価値観や手法、発想を共有することができ、相

互理解や視野の拡大につながるといったことを挙げる団体が多かった。

一方、外部との連携のデメリットとしては、連携先との連絡や調整に時間と労力が費やさ

れるという意見が多く、また、連携先と目的意識を共有できるようなテーマの設定に苦慮し

ているという意見も見られた。

なお、研修事業に係る外部との連携の事例として、新潟県の状況（大学との連携）に関す

る資料を「参考資料４」に掲載している。

表２６ 研修事業に係る外部との連携の状況

（単位：団体数）

東北自治
都道府県 指定都市 合 計

研 修 所

調査対象団体数 ４７ １３ １ ６１

外部との連携を行っている団体数 １２ ２ １ １５

現状のまま（連携する） ８ １ １ １０
今
後 強化または推進する ３ ０ ０ ３
の
予 成果を見極め検討する ７ ４ ０ １１
定

連携の予定はない ２９ ８ ０ ３７

【新規調査項目】１５ 教材の作成状況（表２７）

研修に用いる教材（演習用の冊子や事例集など販売や頒布等を行う出版物をいい、講義の

骨子や要点のみを記載したいわゆるレジュメは含まない ）の作成状況について調査を行っ。

た。その結果は、表２７のとおりである。

多くの団体は職員のみで教材を作成していたが、福島県、埼玉県、大阪市では外部委員の

参画を得て職員が作成しており、また、福島県は外部への作成委託も行っている。
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表２７ 教材の作成状況

（単位：団体数）

東北自治
都道府県 指定都市 合 計

研 修 所

調査対象団体数 ４７ １３ １ ６１

教材を作成している団体数 １４ ８ ０ ２２

予算化している ９ ６ － １５

財源 予算化していない ５ ０ － ５

その他 ０ ２ － ２

職員（内部）のみで作成 １４ ７ － ２１

体制 ２ １ － ３外部委員の参画を得て職員が作成

外部に作成を委託 １ ０ － １

その他 ０ ０ － ０

（注） 福島県及び埼玉県（彩の国さいたま人づくり広域連合）においては、複数の体制によ

り教材を作成しているため 「体制」欄の団体数の合計と作成団体数は一致しない。、

【新規調査項目】１６ ｅラーニングの導入状況（表２８）

ｅラーニング（インターネットを活用し、主としてＷ ページを使用する教育・学習シeb
ステム）の導入状況について調査を行った。その結果は、表２８のとおりである。

ｅラーニングについては、現在９団体が導入しているが、平成１６年度にさらに４団体が

導入予定と回答している （表２９参照）。

表２８ ｅラーニングの導入状況

（単位：団体数）

東北自治
都道府県 指定都市 合 計

研 修 所

調査対象団体数 ４７ １３ １ ６１

ｅラーニングを導入している団体数 ６ ３ ０ ９
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１７ 研修事業の見直し状況（表２９）

平成１５年度の研修事業の見直しを行った団体及びその内容並びに平成１６年度の研修事

業の見直しを行う予定の団体及びその内容について調査を行った。その結果は、表２９のと

おりである。

平成１５年度の研修事業の見直しを行った団体は５２団体、平成１６年度の研修事業の見

直しを行う予定と回答した団体は５０団体であり、いずれも全体の８０％を超えている。こ

のうち、平成１５年度の研修事業の見直しを行った団体で、平成１６年度も引き続き見直し

、 、 、を行う予定と回答した団体は 都道府県３３団体 指定都市１１団体の合計４４団体であり

全体の約７２％に及んでいる。一方、平成１５年度の研修事業の見直しを行っていない団体

で、平成１６年度も見直しを行う予定はないと回答した団体は２団体であった。

研修事業の見直しの内容を見ると、平成１５年度の実績及び平成１６年度の予定ともに、

「新規研修課程の創設」が最も多く、次いで「研修体系の見直し」となっている。

「階層別研修における選択制研修の導入」については、１２年度と比較して９団体増加し

ていたが（表１７参照 、平成１６年度においても、１０団体がその導入を予定しており、）

今後も拡充する方向にあることが推測される。

「研修事業の外部委託」についても、平成１６年度に８団体が外部委託を行う予定と回答

している。このうち全部委託を行う予定と回答したのは、千葉県及び静岡県である。一部委

託を行う予定と回答した６団体のうち、現在も一部委託を行っているのは３団体であり、予

定どおり外部委託が行われるならば、平成１５年度の状況（表２５参照）と合わせると、２５

団体が研修事業の外部委託（一部委託を含む ）を行うこととなる ［再掲］。 。

「その他」の見直しの内容については、平成１５年度の実績では、研修科目の見直しとい

った回答が多かったが 「ポイント制研修制度の導入 （和歌山県）や「一部研修の受講資、 」

格における年齢制限の撤廃 （北九州市）といった回答も見られた。平成１６年度の予定で」

は、階層別研修や特別研修の見直しを挙げる団体があった。

なお、今回新たに、平成１６年度の見直し予定に関する調査項目として「ｅラーニングの

導入」を設けたが、４団体が導入予定と回答している ［再掲］。
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（複数回答あり）表２９ 研修事業の見直し状況

（単位：団体数）

団 体 東北自治 １２年度
都道府県 指定都市 合 計

内 容 研 修 所 調 査

調査対象団体数 ４７ １３ １ ６１ ６０

４１ １１ ０ ５２ ４４平成１５年度の研修事業の見直しを行
った団体数

研修体系の見直し １６ ４ － ２０ １３

複数年度の研修計画の導入 ０ ０ － ０ ０

内 新規研修課程の創設 ２９ ８ － ３７ ３０

容 研修事業の全部を外部に委託 １ ０ － １ １

別 研修事業の一部を外部に委託 ５ ０ － ５ ５

内 ７ ３ － １０ １２階層別研修における選択制研修の導入

訳 民間企業との合同研修の導入 ０ ０ － ０ ４

研修評価方法の見直し ８ １ － ９ ４

その他 １０ ４ － １４ １２

３７ １３ ０ ５０ ４７平成１６年度の研修事業の見直しを行
う予定の団体数

研修体系の見直し １６ ８ － ２４ ２１

複数年度の研修計画の導入 ０ １ － １ ３

新規研修課程の創設 ２０ ６ － ２６ ２８
内

研修事業の全部を外部に委託 ２ ０ － ２ ０
容

研修事業の一部を外部に委託 ３ ３ － ６ ７
別

８ ２ － １０ １３階層別研修における選択制研修の導入

内
民間企業との合同研修の導入 ２ ０ － ２ １

訳
研修評価方法の見直し ６ ０ － ６ ２

ｅラーニングの導入 ２ ２ － ４ 新規項目

その他 ７ ４ － １１ １１


